
明治前期の地籍図

一ーその 1 耕地絵図と壬申地券地引絵図一一

佐藤甚次郎

はじめに
それぞれの地籍図の特徴や各府県における差異

を踏まえることが不可欠の要件である。しかしp

地籍図，特に明治前期に作成された地籍図は 地租改正および壬中地券交付や地押調査に関し

重要な研究資料として，また行政面や不動産関 ては，社会・経済史学あるいは法史学などの側

係の実務面でも利用されているが，明治前期に からの研究は膨大な集積がみられるにしても，

は壬申地券交付，地租改正，地抑調査，地籍編 その際に作成された地図についてはほとんど注

成の諸事業において調製され，また，初期には 視されずにきた。佐藤佐氏の論考が挙げられる

新政府直轄の府県で、検見実施にともなって耕地 にすぎない。県史や市町村史においても取扱わ

絵図が作成されている。 れた例はきわめて稀れで，ほとんど顧みられて

それぞれの事業における地図作成の動機と目 はいない。このような現状において，それぞれ

的は必ずしも同一ではなしそれにもとづいて の地籍図の特徴や各府県の差異を闇明すること

表現する内容に関しての主点の置きどころも異 は，これを使用する立場からすれば緊要のこと

なり，また提示された規範や雛形にも差異がみ である。

られる。さらに，地図作成の基礎である測量の 本稿は，地籍図利用のための基礎作業である。、

仕方および測量用具についても違いがみられる。 それぞれの事業において作成された地籍図はそ

長さ(測量尺・田尺〉および面積(反畝〉の単 の事業の目的によって特徴つ守けられているので，.

位規準も同じではなしこれが統ーされたのは まずその事業の実施の経緯および地籍図が調製

明治8年6月で，それまでは地方で相違し多様 された意図やその役割を考察し，提示された規

であった。 範を整理して，その地籍図の特徴を把握するこ

規範の基本は中央政府から提示されたが，各 とに努めた。資料がきわめて不十分で、あるが，

府県はそれぞれ心得書や指導書を布達している。 府県庁や市町村役場の旧行政文書や地方の戸長

それは政府の規範を根底としたにしても，地域

の事情に応じて詳細あるいは具体的な指示や規

定を加えたりし，府県で差異がみられる。また，

各府県は独自の地方法令(府県達〉を定めたり

などを勤めた家の所蔵文書に豊富に資料が存在

するも，ほとんど発掘されていない現状である。

地方(府県〉的な特徴や差異に関しては特に資

料が不十分で，今後の発掘を侠って補足しなけ

している。さらに，各府県がその事業を施行し ればならない。

地図を調製した時期によって，同じ事業で作成

された地図でも事業の進行過程における規範の
I 明治初年の検見における耕地絵図

改正・変更にもとづく相違が認められるのであ 1 明治初年の検見と検見規則制定

る。つまり，各地籍図は作成の規準が等しくは 慶応3年10月14日に大政の奉還をうけて 4年

なし同じ事業でf下成された地籍図の場合でも 1月7日に王政復古の号令を発して成立した新

全府県のものが必ずしも同規準と一律に見倣す 政権(朝廷〉は，慶応4年8月6日 (9月8日

ことはできないのである。 に明治と改元)1こ，貢租のことに関し「諸国税

これらの地籍図類を使用するにあたっては， 法之儀其土風ヲ篤ト不相弁新法相立候テハ却テ
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(2.7.7)民部省に地理司設置
(3.3.7)検見規則制定

(5.7.4)壬申地非尭行の達
(6.7.28)地租改正法の公布
(7.11.10)内務省設置
(7.12.28)地籍編製を通達
i8.3H)簡租改正事務局設置
8.5.17)向上局活動開始

(8.6.12)間竿を統一
(8.7.8)改正事務局出張官員心得書議定
(9.3.7)市街地地租改正調査法細固
(9.3.10)山林原野調査法細目

r---l 
1町村合併 i
i改正町村図i

L_ーー」

|検見耕地絵図|

(14.6.30)地租改正事務局閉鎖
(15: 2:21)地租改正報告書提出

司司田昌』 ・ (15.4.20)地籍編成雛形更正
(地租条例・新開野取絵図)~唱崎町邑 (17_:-l. E':i)f醐条例公布

「ーーザ『一--l~{~:~r!~{ 土地台嘱創設
. 土地台帳新調 I¥!H:l.8)地押調査訓令
E ・r'?l :~~._ 109.8. 1)畳記法制定

i戸長役場l! 府県庁 152A内臨書長手
害問開ヂ吋(22.3.22)地券廃止.土地台帳規則制定
伺 λ ・:(23.6. )地理局地籍課廃止

定
定

制
制

法
則

記

細

置

畳

行

設

産

施

署

動

法

務

不

同

税

2

5

U

 

泣

認

団

土
地
台
帳
附
属
地
図

収
税
部
出
張
所

土
地
台
帳
附
属
地
図

町
村
役
場

'
 

a
p
 

• 
-
F
 ア

汁
」
賢

一
所
帳
置
-
に
備

-
判
台
備
一
所
簿

-
裁
地
本
-
記
記

-
区
土
謄
-
登
登

「
I
l
l
1
ト
I

年

2
3
4
5
6
7
8
9
初
日
ロ
日
比
回
目

m
u
m
m
m
m
4
m
m
A
M
お
お
幻
お
お
初
幻

mmωMお
お
幻
沼
抑
的
叫

一耳蜘

m

m

附

附

則

附

州

制

1

1

1

1

1

 

{

{

{

(

〈

〈

(

〈

(昭6.3.31)地租法公布

税

務市(1931) L 
昭和6し

(22.3.3])土地台帳法・家屋台帳法公布

(23.2.15)司法省が法務庁となる
(24.6.1)法務庁が法務局となる
(25.7.31)地方税法公布
(26.6.1)国土調査法公布
(27.3.31)国土調査法施行令制定

(35.3.3])不動産葺記法・同法施行細則
改正(土地台帳法廃止)

(37.5.10)住居表示に関する法樟公布
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明治前期における地籍図類とその系譜
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人情ニ戻リ候間，先一両年ハ旧貫ニ何リ可申，

若苛法弊習又は無余儀事件有之候ハ一応会計官

ヘ伺之上処置可有之事J (太政官布告〉 Lさ

しあたり旧慣による旨を布告した。特に新政権

が接収して直轄した旧幕府直轄地(天領)にお

ける措置については，明治元戊辰年9月に会計

官が，検見か定免か，また破免の願い出がある

ときは幾分の免除も認めて従前の仕法によるべ

きことを通達してい2。
新政府は慶応4年1月10日に朝敵諸藩領・幕

府直轄地・旗本領・寺社領などを接収し，慶応

4年間 4月21日の政体書の発布以降，これを府

・県とし直接に管轄したが，明治元年における

朝廷直轄地は9府20県で，藩は 273藩が存在し，

明治2年末には 3府46県・ 271藩であった。直

轄の府県においては多様な租法が混在し，寛苛

軽重の差があり，積年の弊習も多かったので，

その対策は緊急の課題で、あった。また，当時，

国民の大多数を占める農民が期待する「御一

新」による苛税の改善に応えるためにも検地の

必要性を認めながら，成立早々の新政権として

は断行を跨蕗せざるを得なかった。

検地は農民が最も嫌忌することで，江戸時代

にはこれに抵抗してー撲も多く発生しただけに，

これを耳轄地で実施することは，きわめて危険

であった。そこで，まず坪刈をしf乍柄を実査し

てその年の租額を決める方式の検見(毛見〉を

行い，やがては享保6年に定められた定免方式

で税率を統一することを意図したので、あった。

検見は代官役所が年々これを実施し，享保18年

以降に行われてきた方式で、ある。

この方針にもとづいて民部省は，明治3年正

月23日に各地の検見に関する慣習の調査書の提

出を各府県に求めている。これに対して韮山県

の江川権知事が3年2月に提出した報告主，従
ないみちょう

来の検見の仕法や内見帳・耕地絵図の役割につ

いて記述している。

田方検見御取箇附ノ取計国々ニ於テ差等モ

可有之候得共，耕地ニ臨ミ坪刈巻長ノ手続御

取箇附ノ次第等至急取調可申上旨御達ノ趣承

知仕候。右ハ当県支配地ノ内在来検見村少ク

上知村多御座候処，去巳年ノ儀ハ兼テ御達ノ

趨ヲ以，上知村々総体検見仕{民儀ニテ，右検

見出立前一村限内見帳耕地絵等為差出，且小

前一筆限田反別合毛田主名前等相記回毎建札

為致置，耕地ニ臨ミ右絵図市見合耕地々々村

吏為致案内，立毛出来方見，平均ノ上毛付反

別ノ多寡ニ寄上中下ノ内ーケ村ニテ二三ヶ所

ヨリ七八ヶ所位迄坪刈致シ，名主組頭等ノ宅

前ニ於テ村吏回主為立会巻法致シ改出合為見

届，内見帳ノ内仕付荒或ハ青立水腐等ニテ皆

無ノ名目ニ附出候分モ刈株ノ上取実有之候分

ハ相当引戻申付，尤籾ノ善悪ニ応シ改出合平

均ノ内干欠割引相立，猶土地ノ厚薄村柄ノ盛

衰余業ノ潤助有無等ヲモ相考，旧貫ニ{乃リ五

公五民ノ法ヲ以御取箇附仕候儀ニ御座候。右

御尋ニ付申上候。

大蔵省はこれらの報告を割酌して『田方検見

規則』をつくり 3年7月に同省達をもって布

達した。したがって，この規則は伝統的な仕法

を継承しており，従来の住法を14カ条の要項に

整理したものである。さらに， 8月24日付の布

達では r府県調方一定不相成候テハ不都合ニ

候間，隣接地方官エ申合取計可申候事」と施行

の統一化をはかつている。なお，この規則は廃

藩置県の後には新県にも適用され，石高制が6

年6月8日に廃止されたが，地租改正による新

租の施行まで検見は継続して行われた。

2 検見の実施と耕地絵図の作成

検見規則にもとづいて，山梨県(旧田安家

領〉・若松県(旧会津藩領)・岩手県・青森県・

島根県など諸府県で検見が実施された。実施に

あたっては， r内見帳及耕地絵図ヲ出サシムヘ

シJ(第3条〕との規定によって，実地調査に

先だって耕地絵図が内見帳とともに提出させら

れた。それは「右絵図ヲ以テ前後ノ方向ヲ定メ，

村役人同道ニテ建札ヲ読マシん地所字番号等

内見帳へ照シ」合わせるために用いられた(第

4条〉。

青森県では，明治6年8月に検見規則を基本

とした『検見心得書j](12カ章〉と『田方検見

内見帳雛形」を管下に布達している。島根県で
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は， 6年9月に島根県布達(無号〉で「各区内

村々当田方ノ儀，既に水皐ノ両災ヲ受ヶ候ユ付

而ハ検見入相願候村々多分可有之」なので，

『田方検見手続書j](10カ条〉と『発酉田方御

検見内見帳』の雛形とを布達してい20
山梨県の場合，前から検見村と定免村とがあ

ったが，明治5年に検見を出願した村は 300余

村におよんだ。 9月23日から半月間の予定で租

税寮から官員達が出張し，分担して検見にあた

った。出張官員は規準を協議し， 11田方検地ニ

付心母方其外申合書』をつくり，統ーをはかつ

ている。

検見規則が定められる以前にも，前掲の明治

元年会計官通達にもとづき新政府のもとで検見

が行われ，耕地絵図が作成されている。検見規

則が以上のようなものであったので，検見の仕

方および手順は検見規則と大差がなかった。

東京西郊の武蔵国荏原郡太子堂村(現在東京

都世田谷区)11御用留』によれば， 明治 2年7

月12日付で，荏原郡下北沢寄場に品川県から

「其寄場組合，旧旗本上知村々者，当田方内見

帳並耕地絵図共相仕立，来月二日迄差出，改ヲ

請置可申候。尤無揃者，追而認入候様可致候。

右之通り相触候条，得其意組合村々上知江早々

相達可申もの也」との達があり，下北沢寄場役

人は16日付で， r右之通り御沙汰ニ付， 則写ヲ

以御廻達申上候間，御布令別紙へ御写取，高札

之傍ニ御張出可被成候後，御触者上知御村々而

巳御承知，来月二日迄田方内見帳並耕地絵図等

御役所江御差出可被成候。且此状早々御順達留

り村より御返却可被成候。以上」と関係村々に

回達を出している;すなわち，旧旗本領の村々

では， 8月2日までに田方の内見帳と耕地絵図

を提出L，r改め」を受けることが命ぜ、られた。

さらに， 9月13日付で「当田方破免検見入相

願候村々ハ…・・・刈旬十日前絵図・内見帳等取揃

可願出候」との品川県の達が回状としてまわさ

れた。 16日に下北沢村役人重蔵の名で池尻・池

沢・三宿・太子堂・代田・松原・赤堤・経堂の

各村の村役人に回状が出されたが，次のような

ことがみられる。

…・・当田方之儀ニ付而者，御上におゐても

悉御心配被遊，早グ内見帳等の模様立毛御覧

被遊度思召之様子，時宜次第惣御検見入も可

被遊哉之様子……兼而被免相願候村方者，来

ノレ十五日迄ニ内見帳並絵図面可差出旨，御役

所より御廻達有之，初而者御検見御願被成候

村方者夫迄ニ差支無之様御支度致置可被成候

この検見用の耕地絵図調製に関して， 9月14

日付の下北沢村の年野より組合村に対する次の

回状がまわされている。

・…村絵図御談御座候処，所々承合{戻得共，.

区々不同之御談ニ而，大森辺者，美濃紙四枚

はぎニ市，田畑山之色分，家居少々書入，端

江村高其外認，尤農間稼者無御座旨，三役人

調印差出候由，図中江者字反別等更ニ不書入

候趣ニ付，当最寄誼も図中江書入者余リ不致

事ニ仕度，大サハ最早御村々毎ニ御認メ相成

間，大小有之{民共宜敷く奉存{民間，外最寄も

美濃四枚より八九枚迄位之絵図認差出候様子

ニ付，先者図中毒入者手間も却而不宜哉と愚

察口口不取敢御廻達申上候。

これに関して，巳10月4日付の下北沢村役人

から14カ村に対する通知の追書に， r追而申上

候。先日御認メ御遣被成侯村絵図之義相伺候処，

左之通り雛形御座候」と下記の規範を掲げてい

る。

一、字境者 θ 

居
何屋

r、畝敷
歩

一、道巾何間尺と書入，何所より何所迄村

内道法何丁。

一、高外之分何町何反何畝ト其所江書入。

一、用水之巾何間尺深サ何尺位。

一、居屋敷者

¥

字

何

ノ

'

¥
高
何
姶
何
石
何
斗
一

一

此

反

別

¥

J

内

訳

九

戸
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上
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f

J

中
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/

日
下
姻
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J

一

林
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反

歩

一

¥

外

-

一
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芝
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~

口
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明治2年の武州新座郡下新倉村耕地絵図(和光市・柳下廓次氏所蔵〕

耕地絵図の内容と形式に関しては検見規則で

特に規定されていないが，これも従来のやり方

を踏襲し，伝統的な手法によって作成された。

江戸時代の検見における耕地絵図の作成目的，

その内容および形式については，大石久敬『地

方凡例録dI(寛政3年〉の「検見仕法之事J(巻

3)に次のように記述している。

検見以前に村役人地主立会，悉く見分いた

し不同なきゃう有体に内見帳を仕立，役所へ

差出させ篤と算を入れて相改む。オニも役所よ

り遠村の分は，前夜泊り村へ持参いたすべき

旨を申触，取寄て相改むべし。村方耕地絵図

も内見帳と一同に差出すベし。絵図の仕方は

先づ総村の形を引き，隣村の地境を何村と記

L.，居村百姓家居ある所を書載せ，耕地ある

も耕地落なきゃうに田畑を凡そに分けて相札

L.，耕地に小字を書き，一耕地限に回の反別

を凡に記L.，墨引絵図にて差出すベL。尤も

山川あらバ是又記すベし。耕地絵図なくては

村方の方角も知れず，又村によりて検見に馴
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図2

一、社寺御除地何反歩。

但シ高反別不相分侯ハハ見在之反歩ニ

而宜敷。

一、同何木森，何尺廻りより何尺位迄，凡

何本。

余者先日之凡振合ユ而，合高反別，内

訳者上中下回畑林並小物成場ハ運上高迄

認メ候事。

一、絵図大サハ六尺四方，道法リ正拾丁位

迄ヲ認メ，用紙ハ西之内。

絵図来ル十五日まて延相願置候得共，

可成ハ出来次第可差出旨被仰渡候。

図2は武州新座郡下新倉村(現在埼玉県和光

市域)に関する明治2年8月付の耕地絵図であ

る。下新倉村は江戸時代末には旗本領(酒井

家〉で，維新後は政府の直接支配地となり品川

県の管轄下に置かれた。この耕地絵図は，以上

の荏原郡における耕地絵図提出の達と同じ指令

によって作成されたものである。

3 耕地絵図とその特色



れ，横着なる村役人等ハ案内のとき，出来方

宜しき耕地を低合に附け内見籾を少きやうに

致し，其耕地へは案内致さざることも有もの

なり。(以下略〉

…・若し内見帳と立札との相違はなきゃを
うろん

相札し，胡乱の儀もあらパ立札を残らず取上

げ，内見帳に突合せて吟味いたすべし，・

若し隠回等のなきため検見絵図内見帳に添て

差出し置に付，字限り引合すベし。右絵図ハ

村絵図を墨引に写させ，田のある耕地の物陰

等まで字限りに相記l.-，内見帳写に引合せて

見るベし。左なければ落地あるものなり。(以

下略〉

し飛地他領入組の地処は夫々色分いたすべし。、

と述べている。

つまり，耕地絵図とは検見用の絵図であり，

内見帳とともに提出させられたが，村絵図をも

とに墨で、描いたベースマップをつくり，回・畑

・屋敷その他のことを記入したもので，村ある

いは字を単位に調製された。現地で，そこの村

全体の概況を通覧し，全耕地の所在地域を把握

することが主目的であった。したがって，絵図

はあまり大判とならないように描かれた。

図4は，武蔵国豊島郡戸塚村と大久保新田

(現在東京都新宿区戸塚町地域)の兼帯名主で

あった中村家の文書に残る耕地絵図の雛形であ

また，検見出立に先だって代官が出す回状の Iる。裏に「誰御代官所 何国何郡何村耕地絵図

認め方として示した範例文に， r検見絵図仕立，

内見帳に相添差出すベく候。オニも村絵図を以て

墨引に相写し，田畑相分り候様，田方ハ帳面に

引合せ字書記し，尤半紙二三枚続にて相納り{民

様，小く仕立差出すベく候」とある。さらに，

同書巻4の「耕地絵図認方の事」には，耕地絵

図の雛形(図 3)を掲げ，

図3 ~地方凡例録』所載の耕地絵図雛形

是は検見以前，村役人地主立会，不同なき

様立生見分いたl.-，内見帳を差出すとき，其

此通見成シ掛紙ニ可認」と記している。

図4には，凡例の他に次のようなことが記載

されている。

検地帳之字不残朱筋可入事。

御朱印地除地除地等可認入事。

堂社大木大石其外目印可成類可書八事。

山境ニ而も都市村境飛墨打可申事。

北を真下二置て図取可致事。

此色訳村形ニ寄此場所ニ不限明キ有之候所

に可認入事。

新田致に有之分ハ何新田と認メ，色訳ノ、本

田畑同様ニ而別段新回ハ色訳不及事。

切添地開試作致シ候所村方ハ，本文絵図面

ニ認，色訳いたし，字を記可申事。

美濃紙大半紙の類で枚継，大村ニ而も三枚

継を限縮可認、事。

また，隣接村については「誰御代官所 誰知

行所何国何郡何村」とあり，一隅には凡例を

示し，さらに「何之誰御代官所国何郡何村名

主誰印年寄誰印百姓代誰印年号年月」の。

記載すべきことを示している。記入文の字の配

置などの様子からすれば，雛形を書写したもの，

で， 11地方凡例録』所載のものよりも具体的に

耕地絵図内容および図式を示した雛形が提示さ

村々の耕地絵図右のことく認め差出すべきこ れていたことが明らかである。前掲明治2年D

となり。右の通絵図なくては村方方角も知れ 太子堂村御用留にみられる雛形および下新倉村

ざる故，内見帳と共に差出さすること也。但 の耕地絵図は，基本的にこれと同じである。
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図4 江戸後期の耕地絵図雛形(東京都新宿区立中央図書館・中村家文書〉

島根県『田方検見手続書』では， 1耕地絵図

ハ一村美濃紙一枚ニ致シ，大村ハ二枚継ニテモ

不苦，田ハ黄色，畑ハ茶色，道ハ赤色，溝堀ハ

青色，山野ハ緑色ヲ用，人家ハ形ヲ画キ，内見

帳一同可差出候J(第4条〉と大きさと彩色の

色とを規定しているが，それは図4の雛形と同

じで，従来のものを踏襲している。なお，早稲

と晩稲との作立両度に検見を受けることは難渋

であるので， 1内見帳絵図面建札トモ取扱方同

様ニ候間，早稲晩稲共絵図面ニ色分可致事J(第

2条但書〉としている。山梨県出張員申合書で

は「耕地絵図中今年毛上ノ甲乙大略書入シムヘ

キ事」とし，さらに「上中下各毛之反別内見帳

ト実況相違有ト見込候ハハ悉皆調査中付候上見

分致事」にしており，耕地絵図は単に耕地の所

在場所を示すだけでなく，村民からの作柄申告

の内容をも含んでいた。

耕地絵図は既製の村絵図を基図として描かれ

たが，村絵図は実測にもとづいて分間絵図が作

成されていた場合が多かった。しかし，耕地絵

図は以上のような役割のものであったので，縮

小された場合もあり，縮尺は記載されていない

ことが普通である。また，方位を明示すること

はこの地図の重要な必須条件であるわけで，そ

の方式は，東西南北の 4方角を図の周辺に文字

で記入する当時の絵図の形式をとっている。戸

塚村における雛形で指示されているように，南

を上，北を下にしたものが一般的である。

耕地絵図は内見帳と一緒に差出させられたが，

内見帳は 1村の田畑の石高および引高を記し，

各筆に関して内見の結果を記載した帳簿で、ある。

すなわち，内見とは，村民自身が稲の作柄を調

査し，各筆の等級を判定することをいい，検見

を受ける村では地主・村役人などが立会って内

見を行い， 1筆ごとの所在地・地目・反別・作

柄・引高・作人名などを列記し，地目別の合計反

別をつけた内見帳をつくり，事前に耕地絵図を

添えて提出した。検見の当日，実地臨検の役人

が村境にいたると，まず耕地絵図で巡視の順路

を指定した。実施検査は，耕地絵図および内見

帳と引合せながら行われた。検査で落地が生ず

るのを防ぐためにも耕地絵図は携行されたが，

各筆については措かず，各筆に関しては内見帳

に記載するのが原則であった。また，山梨県の
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場合のように耕地絵図を作柄の申告に用いた例

もみられたが，字別に地目・反別の記入が普通

であったσ

明治初年に作成された耕地絵図が，このよう

に各筆の状態には主眼が置かれず，村を単位と

い村域における回・畑・屋敷の所在・分布を

示すこと広重点が置かれたのは，貢租徴収がな

お村を単位とし，年貢は村割付けをなされてい

たことに因由するので、ある。したがって，狭く

解すれば地籍を示した地図ではないが，それは

内見!脹とセットをなし，内見帳と対照すれば地

籍の実態が知られ，広い意味では地籍図の 1種

と見倣されよう。

II 壬申地券発行における地引絵図

-町地の区別を撤廃し，所有権を地券の交付で

認証し，これにもとづいて地租を賦課すること

にした。明治5年正月に大蔵省租税寮は東京府

に対して『地券発行地租収納規則dI(28ヵ条)

を通達し，東京府は2月10日に府達をもって

『地券申請地租納方規則dI(24ヵ条)を通達して

いるのである。

政府は明治 4年10月8日布告で地子免除のこ

とを廃止したが， 2都・開港地と旧幕時代に無

税あるいは地子免除や軽税であった城下町など

の市街地についても，泊券税法を施行すること

を意図したαすなわち，大蔵省は東京府の規則

を各府県に回付し， I各地方之内地子免許ノ場

所ヱモ追々推及御施行ノ筈ニ候処，土地ニ寄リ

従来ノ慣習モ可有之ニ付，夫々御取調可相成

1 壬申地券交付と調査作業 筈J(5年正月租税寮達)と達している。横浜

壬申地券と発行の経韓 旧幕時代の城下は 港では5年に地券を発行したが，各府県はこの

武家地と町地が区画され，武家の屋敷地は藩主 規則に倣って規則を制定して翌6年あるいはそ

の領有地で，居住者には所有権がなかったし， れ以降に地券交付を実施した。

課税はされ舎かった。明治元年12月8日太政官

布告第1096号で土地私有を認めた明治政府は，

武家地における土地の所有権について設定・整

理を行い，これを処理する必要に迫られた。ま

た，町地については江戸・京都・大坂・奈良・

4界・松江・高固などでは古くから地子(地税〉

免除で，他の市街地(都市)でも租税はきわめ

て軽かった。四民平等を調う新政権とすれば，

市街地(武家地・町地) と郡村部(農村)，つ

まり土商工と農との負担の均衡に配慮する必要

があった。

なかでも東京は，明治2年11月の太政官達で

府下の武家地は東京府の管轄とされたが，幕藩

封建体制の解体とともに大名とその家臣団の国

元への引揚げ，徳川家と旗本の駿府移動によっ

て，武家地が大きく変質し，町地との区別が出

来ない有様となった。そこで，明治4年12月27

日に太政官布告をもって「東京府下従来武家地

町地ノ称有之候処，自今相廃シ，一般地券発行，

地租上納被仰付候」と，東京府下の市街地(旧
とけん

江戸の府内〉に泊券税法を実施することとし，

地券を発行することにした。すなわち，武家地

たとえば，静岡県では明治6年12月15日に次

のように通達，地子特免の廃止と地価百分のー

の泊券税賦課にともなう地券の交付のことを決

めている。

従来武家地町地之称ヲ廃シ一般泊券税法御

施行相成候ニ付而ハ，地券代価百分ー当明治

六年ヨリ収納相成候間，其段兼而相心得可罷

在候。尤地券ノ義ハ取調出来ノ分ヨリ追々相

渡侯事。

右之通泊券地所有之四民エ相達可申事。

宇都宮県の場合は，次のような達を出してい

る。

宇都宮町之儀，今般検査ノ上，適当ノ地券

金高取極メ券状相渡i民ニ付，従来之泊券地ハ

精細之絵図面，地所坪数並区号町名番号，所

持主姓名，詰券高現今之代価等別紙雛形之通

一町一帳ニ致シ，八月五日迄ニ可差出候事。

但方今代価不相当之犠認出之節ハ，吟味

ノ上処置振モ可有之候間，全グ適当ノ代認

可差出事。

右之趣区内無遺漏可相達候也。

壬申七月十九日 宇都宮県
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なお，税率は地方によって必ずしも同一でな 税に関する取扱いが異なっていた点にもとづく

し弘前では「従前地子金上納之地」であるの もので，市街地券は課租のためであり，泊券税

で地価の100分ノ2.5とされ生。明治6年7月の 法の施行をともない，郡村(屯芳〉地券では貢

地租改正法公布によって全国的に統一され，郡 租の制はまだ変更されず，それは土地所有の公

村と同じく地価の 100 分ノ 3~こ改められた。 証であった。壬申地券といっても，市街地券と

また，土地取引の慣習として泊券状の制が地 郡村地券とは性質が異なるものであった。しか

方的に行われていたが，明治5年2月15日に し，これによって私有の権利が確認され，所有

「地所永代売買従来禁制ノ処，自今回民共売買 権が証拠だてられることとなった。

致所持候儀，差許候事」との太政官布告(第50 交付申請手続と地券大帳 民有地の全般に

号〉を公布し，寛永20年 (1643)の土地永代売 地券を交付するためには，まず地所 1筆ごとの

買禁止令を解除した。同2月24日に大蔵省達第 地目・反別・地価および所有者を確認すること

25号で『土地売買譲渡ニ付地券渡方規則』を定 が必要である。各筆について取調べを行って

めて，売買の場合には「地券ハ地所持主タノレ確 『調帳j]Ii一筆限取調帳」などと称される帳簿

証ニ付J(向上規則第6) として，所有権の公 が作成され，また『名寄帳』がそれにもとづい

証を地券交付で行うことにした。 て調製された。交付は売買譲渡のときと同様に

この規則で「従来ノ持地ハ追テ地券渡シ方ノ 出願制をとり，交付願いは戸長が調査書類に依

儀相達事J(第13)として，持地にもやがて地 拠して作成し，一括して府県に申請した。

券を授与すべきことをいっているが， 7月4白 地券交付の台帳は，明治5年2月に達された

には一般の民有の地所すべてに地券を発行する 「地券渡方規則』で規定された形態が基本的に

ことを通達した(大蔵省達第83号)。土地売買 踏襲された。すなわち，地券渡方規則では地所

の都度交付するものであったのを，売買に関係 売買譲渡の節に地券を交付する場合，府県にお

なし全国一律に発行することに改められた。 いて元帳を作成するものとし，この元帳を地券

この一般地券の性質については，印施県が柔 台帳と称した。それは地券およびその副本とと

行の趣旨に関して布達した壬申10月第15号達に， もに割印をし，副本を台l擦に加綴した。つまり，

……地券ヲ庫中ニ有スノレ者ハ則チ其土地ヲ 交付の申請があったものについて発行したので，

庫中ニ蔵ムルモノニ同シフシテ，各所有ノ確 地券台帳はその分を記録した発行台帳であった。

ナル政府ニ於テモ始テ保護スノレノ術ヲ得ヘシ。 全体について調査して台帳をつくり，その台帳

故ニ言フ土地ヲ所有スルノ確実ナランコトヲ

欲セハ人民悉ク速ニ地券ヲ乞フヘキモノ也。

と具体的に述べている。また，同県の『地券所

持出得j](壬申削〉では，次のように述べて

いる。

人民一般其土地ヲ所持スル上ハ，則金銭器

物ヲ所持スルモノト同一ノ理ニシテ，他人ハ

勿論政府ト雄トモ濃ニ是レヲ取上ケ又束縛ス

ヘキ謂レ固ヨリアル事ナシ。

すなわち，市街宅地の地券を発行の端緒とし

て，郡村の耕宅地などにも地券を授与すること

にもとづいて発行するという順序で、はなかった。

全国一般発行となるにおよんでも，これは継承

された。したがって，それは地租賦課の基本帳

簿としての役割をもったものではなかった。

5年7月に地券が全国一般発行となった節，

若干の改正が行われたが， 8月28日の規則改正

で地券台帳は地券大帳と改称され， r地券大帳

ハ二ツ折帳ニ仕立，半懇ニ二筆宛記載シ，券状

ト割印」することになった。また， 9月29日に

は後述のように 1筆図(坪詰図)を大帳に躍り

込むことが指示された。

になった。いわゆる壬申地券である。以上のよ なお，帳簿名については，明治9年3月13日

うな経過を辿ったことは，旧幕時代に農村部 に地租改正事務局別報で地券台帳雛形が達され

〈農地)と城下その他の市街地(宅地)とは租 --C，再び地券台帳が用いられるようになった。
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調査の基本方式と地引絵図提出 壬申地券

交付の調査作業については，地券渡方規則およ

び明治5年9月4日大蔵省達第126号による追

加条項(第15条~第40条を追加〉によって大綱

が定められた。これはその後に数次の増補がな

されたが，各府県はこれにもとづき更に具体的

に規定した規則や心得書を作成して布達した。

韮山県の例をみると，地券取調担当官員(地券

らの事項を地図化した地引絵図とを提出させた

のである。入間県や埼玉県では『調帳』と称し

ており，その基礎として『地券事下調』が調製

された。地引絵図に関しては，地券渡方規則で

「従前切畝歩ヲナシ検地帳・名寄帳・小前帳等

ニ符合セサルモノアノレモ，総テ現地ノ景況ニ随

ヒ地引絵図ヲ製シ進達スヘキ旨説示スヘシ」

(第23条〉と，現在の実況を描図すべきことを

掛および戸長・副戸長〉の他に地券取調御用掛 指示している。

を選任し， 1郡を単位とした受持地域 (6~10 調査の具体的な手順について，度会県の例で

区， 100カ村前後の村を包轄〉を定め，受持地 は，地券交付の基礎帳簿として『現地反別一筆

域を巡回して推進と監督にあたらせたが，地券 限取調帳』を浦・村単位で調製することとし，

取調申合書を作成Lていz; 明治6年1月17日に『現地反別一筆限り取調仕

土地および所有者に関する調査は，原則とし 立方箇条書』を各小区の仮戸長に伝達した。そ

て綿・竿入れ調査(実測)をせず，簡略に行う れは23カ条からなり， r料紙ハ，半紙七行之罫

方針がとられた。明治4年7月14日に「政令ー ヲ可用事」とし，田畑・宅地・山林・原野・共

ニ帰セシム」る目的で廃藩置県を強行し，朝廷 有地・共有山林・郷蔵敷地・墓地・寺社地など

雄藩連合体制に終止符を打って集中統治体制を に関して記載の仕方を示したもので、ある。岡県

整えたが，政情がまだ不安定なだけに，政府は では『地券のさとし』を各浦村に配布したが，

反援を避けて，民衆を刺激しない方法がとられ それには「別段検地竿入などのむつかしき手数

た。すなわち，たてまえとしては，所有者自身 に及ばず，其持主の平生心ニ何反何畝と覚へ候

の調査と自主的な申告を基本とした。調査方式 まま増減なく書出すへき随意之仕法なれハ…

の概要は，広島県からの伺いに対する『租税寮 …」とあり，実際の取調帳には「元拾八歩・六

改正局日報』表6号に掲載された次の同局指令 分増Jr上畑で拾七歩・九分増」というように，

に示されている。『租税寮改正局日報』および 従来の年貢との増減比較を記載している。

『租税寮改正局別報』は印刷配布され，掲載さ これに関連して作成された村図は，略図的に

れた伺いおよび指令は地方庁における指針・参 各筆を区画L，地番を記入している。その標題

考に供したものであったAj，事実上は法令とし は「度会県管下大七区紀伊国牟婁燕小三ノ区

ての効力をもったので、ある。 向井村図面Jというように記してい否。明治6

反別等持主申立ヲ以検地帳ニ引合セ，相違 年3月9日に度会県地券係が小3区に実地調査

無之分ハ勿論歩増相成候分ハ実地竿入検査ニ で出張した節，各浦村の総代と頭百姓は現地反

不及据置之積，尤境界錯雑取調差支候向又者 別一筆限取調帳と地図を持参して出頭するよう

減歩相成候分者，其村総而之地所一筆限帳地 に命じている。 6年2月末が現地反別一筆限取

引絵図為差出実地照合，落地無之様注意、いた

し地券可相渡事。(壬申 8月晦日〉

つまり，地所各筆の面積については，まず所

有者に申立てさせることにした。筑摩県の例で

「今般地券取調ュ付テハ漏地無之様縦横相改，

地引絵図相添一筆限り帳為差出」ているように，

調帳と地図の提出期限であったが，完成したの

は12月で，次いで、これを台帳として地券の交付

が行われた。

提出された地引帳および地引絵図による申告

と，検地帳(小前帳・高反別帳・名寄帳・小拾

帳などを含む〉とを照合することが第2段階で

第1段階として，各筆の所在場所・申告反別・ ある。相違がない場合と増歩の地所は申告の反

所有者名を記載した一筆限帳=地引帳と，これ 別を採択して実地検査を省き，減少の地所だけ
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竿入れ検査を実施することが第3段階で，その

結果が事実であれば認めることにした(地券渡

方 規 則第23，24条〉。

すなわち，壬中地券は，その発行にあたって

各筆を実測して券面記載の反別としたものでは

なかった。検地竿入れなどを行わず，所有者の

申告にもとづき，検地帳記載の反別を基準とし，

査定することを基本とした。調査は簡略を原則

とし，農民の所持地およびその面積の把握は，

従前の公簿が土台にされたのであった。

熊谷県は租税寮改正局に「地券取調ニ付テハ

村々現在之反別悉ク従前之帳簿トハ不同相生シ

申候。就テハ本年新規定免ハ不及申，検見等ニ

相用候反別ハ右ニ基候様可仕哉，又ハ大同小異

ニテ格別之入狂ヒ無之分ハ，従来之帳簿ヲ以テ

取調候様可仕哉」と伺いを出しているが， r従
前之反別相用可申事」と指令され(明治6年7

月20目指令)，検地帳の記載反別を根底にすべ

きことが確認されている。

作業の手順については，宇都宮県『地券取調

規則~ (明治6年4月9日7に次のように要約

している。

村々地券調方手続之犠ハ，第一地押之上，

野帳ニ書取，検地帳其他名寄帳割付帳等可突

合書類へ突合済之上，下ヶ渡候雛形ニ倣ヒ下

絵図ヲ製，其下絵図ヲ以一筆限帳下帳ニ製シ，

巨細検査ヲ受，其上本紙ェ清書イタシ，其村

惣代並担当人之者ニ為立会，其区戸長副ニ於

テ割付等へ突合，一筆毎ニ其戸副之内突合済

之検印ヲ押シ，別ニ地券願帳相添，都テ書類

済之上絵図面清書可致事。(第1条〉
じおし

以上のような仕方は旧幕時代の地押の方式で

あり，手JI原などもこの慣例に従っている。しか

し，ある程度，実測調査も行われたのであった。

後述のように検地帳がなかったり，現実と合致

しないものとなっていたりして，一村地押など

を行って，土地所有の実態を把握しようとする

方法もとらざるを得なかった。

地詰とも云，其仕方ハ検地に替ることなし」と

説明している。すなわち，隠回の告訴や村から

の出願あるいは地所に関して紛争があって実地

検証の必要が生じたとき，田畑の等級や石盛に

は触れず，反別の測量だけを実施し，以前の検

地の反別が適正であるか否かを調査する検地の

ー形式を称した。
じぴきちょう

また，地引帳は検地準備の書類として，検地

すべき土地について 1筆ずっその字名・地目・

反別・持主などを列記し，村から検地奉行に提

出させたもので，この帳簿は美濃紙の横路りと

された。地引絵図はこれに添付した地図で，村

界・隣村名・山JII・道路などの実形および各筆

の区画・地目・反別などを図示した。貞享3年

(1686) 3月の検地に関する覚に， r検地は百

姓進退極所!民間，別而入念縄目不詰様可相心得，

之先其郁々田畑上中下野山林地川除有之処は，

村々より絵図為致取之，其上委細乞見分，大概

を極正路に地詰可致事」とある。

要するに，この地券交付の調査の方法は，旧

幕時代における地押の仕法が踏襲された。地引

帳・地引絵図など村方の提出書類も，従来の慣

例に準拠したので、あった。

調査の単位地域と調査担当者 壬申地券お

よび地券大帳における地所の所在地と土地所有

者の住所については第何区が使用されているが，

地券発行の調査は村町を単位として行われ，地

券大帳は「村限り」と規定されj地引絵図も村

町単位で作成された。

区制は，明治4年4月4日の戸籍法の太政官

布告にともなって戸籍事務を遂行す5ために

(戸籍)区が設定されたことIこ始まる。区思の

村ごとに戸籍吏として戸長・冨lz長が置かれ，

村の名主・庄屋がこの職についた。このような

任務であった戸長と副戸長に地方長官がその地

域の土地・人民に関する事務をも取扱わせたの

で，県治の下部機関的な役割を担わされるよう

になったが，明治4年11月4日に県治条例の発

地押については， 11地方凡例録~ (巻2)に 布によって県治組織として郡・村町に代って大

「田畑上中下の位付，高石盛も前々より在来通 小区制が制定され，大区に区長，小区に戸長が

りにて差置，縄竿を入れ反別を改るを地押とも， 置かれ，戸長は行政職に変った。 5年4月5日
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には名主・庄屋・年寄などを廃して副戸長が置

かれた。この新しい行政組織の大小区制の下に

おいて，旧来の「村」は制度的にまったく持外

に置かれ，無視された存在であった。つまり，

地方の旧勢力を抑圧し，農民一撲の細胞ともな

る旧村を行政組織からはずし，地方行政の新政

府による統制強化の体制が形成されつつある時

点で、あった。

それなのに，この調査作業が旧村を単位に実

施されたことは，年貢がなお村割付けを行って

おり，新しい行政組織が制定されても早々でな

じまないという点があったにしても，この調査

では検地帳・名寄帳などが基礎とされただけに，

旧村を単位にせざるを得なかった。

調査および交付の直接的な事務については，

戸長および副戸長があたらされた。さらに，郡

に 1名の地券取調掛を地元から選んで任命し，

月給を支給し官i吏として，県庁地券取調掛の指

揮で執行させた。この郡の地券取調掛は「郡中

といっているが，これに対して「書面申立之通

聞置i民事」と指令し(壬申10月19日)， このこ

とを『租税寮改正局日報』に掲載しているので，

このような扱いは山形県のみの特殊性ではなか

ったとみられる。

地所位置の表示法として地番設定 地券交

付にあたっては，その地所の位置を確認し，場

所を明示することが必要となる。各筆の所在位

置を表現する方法として， 1筆ずつに地所番号，

すなわち地番を付けることが実施された。

「地所売買譲渡ニ付地券渡方規則J(明治5年

2月24日大蔵省達第25号)における別紙の「地

券之証」の雛形には，各筆の地目反別の肩書に

「某国某郡某村之内 何番」と記載することが

定められてい20地券には 100国00郡00

村(之内〕字00第00番J(郡村地〉あるい

は 100国00郡第O大区O小区00町000

番地J(市街地)というように，地所の字名と

番地とが持主名の上に記された。

之者J1郡中附属之者」と呼ばれた。韮山県の すなわち，明治 5年1月の東京府への大蔵省

例でみると，地券取調担当官員(県庁地券掛お 達「東京府下地券発行地租収納規則」において

よび戸長・副戸長1の他に地券取調御用掛を選 は， 1従来の泊券地ハ区号町名番号所持主名…

任L， 1 郡を単位とした受持地域 (6~10iK・ J (第8条〉とあり:同年6月27日大蔵省か

100カ村前後の村を含む〉を定め， Zの区域を ら東京府に通達した地券の雛形には， 1第何大

巡回して推進と監督にあたらせている。御用掛 区何小区何町何丁目何番地」と地番を記すこ

は村方と担当官員との聞にあって，円滑な進行 とが示されてい2。また，東京府から租税寮改

をはかる役割が負わせられたので、あった。 正局に地券大帳の記載は「字番号順ヲ以書認候

しかし，実際上は，旧村の代表者・有力者で 儀ニ付仕立方手間取可申……」との申立に対し，

ある戸長・副戸長に頼らざるを得なかった。ず 「地所之字番号等明細書記可致」と同局は壬申

なわち，山形易から次のような伺書が租税寮改 9月24日に指令してお52，大帳は地所番号制|照

正局に出された。

地券相渡候ニ付，村々戸長副戸長其外実地

適任之者ヲ撰ミ，ー郡壱人ツツ地券取調掛可

申付御布告モ有之候処，管轄惣高四十万余之

石数地方数里ニ相隔リ，且旧封犬牙相接，税

法各異之土地柄故，彼是事情不同有之，所詮

壱人ニ申付始終担当為致候ヨリハ各其地之戸

長副戸長へ其近傍区内之取調申付候方便利ニ

付，月給旅費ハ始終ー郡壱人之分ヲ各区数人

ニ分与致シ，各地旧来之税法相心得侯者ヲ臨

時召使ヒ，適宜之取計致度

に記載することが指示された。

郡村地に関しても，青森県が地券渡方につい

て改正局に伺いを出した 1項目に「地券相渡候

節券面へ字を記入するは勿論，従前より番号無

之分は新規一村限番号を記し相渡申度候」とい

い，改正局は明治5年10月12日に「申立之通」

と指令，これを『租税寮改正局日報」誘30号に

掲載して各府県に対する指示としている。また，

同上日報の第9号における壬申 8月晦日付の新

潟県伺いに対する指令にも，新田の地所番号に

ついて「検地帳之年歴順を以本国新田とも打込
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之番号ニ為書出可申侯哉」に，その通りに「相心

得事」とし，さらに「地券番号之儀，管下村々

押通之番号に而渡し方手順も有之混雑差支申候

間，一村限之番号に取調候様致度候」との申出

に， r地券番号之儀は……一村限取調へ」すべ

きであると指示してい2。すなわち，地所番号

は地券証の番号でもあり，原則として 1村単位

に通し番号が付けられたので、あった。

地所番号の付け方，その起点をどこにすべき

かについては，宇都宮県地券掛が明治6年に地

券取調の心得12カ条を布達した前記『地券取調

規則』のなかに，

従前之地所番号多ク紛乱イタシ候ニ付，古

7.K1候ニ不拘其村方辰巳之角ヲ壱番ト定メ，一

字毎ニ順押ニ改メ可申事。但下絵図出来候ノ、

ノ、兼テ不書入検査可詰事。(第3条〉

と辰巳5j南東〉の隅を起点にすべきことを指示

している。このことは，検地においては村域の

東南より打ち始め，西北に終るのが一般的であ

った点にもとづいたと思われる。しかし，他府

県においては，特に規定されなかったようであ

る。

なお，分筆の場合は，新地番を設定すべきこ

とが明治5年7月25日大蔵省達第94号で定めら

れた。しかし，分筆にあたっての新地番設定は

順序を混乱させるので，同年9月14日大蔵省達

第123号で改められ，何番のうち誰持地とする

ことにされた。

地番は地所各筆の所在場所の表示法であった

が，それは地券番号でもあって，地券および地

券大帳などの書類整理の上からも必要で，また

脱漏を防ぐにも有効であった。明治6年11月に

新潟県第16区小9区の戸長が地券の申請にあた

って， r竿打番号之序次奉伺候間，乍御手数，

番順御記被下度奉願候也」といい，番号を記入

した地引絵図を添えているヵし書類整理の必要

から付けられたことが窺える。

しかし，地所番号のことは，このたびの事業

における新案・創始ではない。上掲の青森県伺

いにも「従前より番号無之分は」とあり，また

既に『検見規則』においても「地所番号等内見

帳へ照シJ(第4条〉とあって，耕地に地番が

付けられている。さらに，このことは江戸時代

の検地帳にも少数例であるが認められる。また，

地番を記入した村絵図もみられる。

江戸時代の検地帳では，地番のないのが普通

である。地所の特定は，字名のもとに記載され

た順序でなされた。しかし，享保11年(1726)

の新国検地条目で、は， r関東筋所々新田畑屋敷

検地ノ儀，先達テ地所割渡シ有之分ノ、，帳ロヨ

リ番附ノ地引帳申付候上，田畑壱枚限リ右ノ番

付・反断、歩・地主名書ノ札ヲ建サセ……若反畝

歩不知所ノ、可致検地Ii原ニ番付ヲキハメ……」と

あり，また「野帳ニハ，先達テ割渡或ハ村割ノ

反駁歩ヲ肩書ニシノレシ，番付不紛，落地無之様

ニ可致事」とあって，検地帳の記載Ii煩序で地所

に番付し，検地は番付の順に行って落地がない

ようにと指示している。新田検地において地番

を付けた例も認められるが，必ずしも全面的に

これが実施されたとはいえない。つまり，江戸

時代に既に地番を付けることは行われたが，そ

れは部分的で、あり，むしろ例外的で、あったとい

ってよい。

地所番号と屋敷番号 なお，この地所番号

とは別に屋敷番号(戸籍番号〉が明治4年に設

定された。 1地所に関する両者の番号は合致せ

ず，同一地所についてこつの番号が併存した。

明治 4年4月4日府藩県に布告された『戸籍

法.n(太政官布告第4号， 5年2月1日より実

施〕によって，前述のように戸籍区が設定され，

戸長・副戸長が置かれ，住所表示は屋舗番号で

何番屋敷と称すことになった。すなわち，戸籍

法第7則では「区内ノ順序ヲ明ニスルハ番号ヲ

用ユヘシ。故ニ毎区ニ官私ノ差別ナク臣民一般

番号ヲ定ん其住所ヲ記スニ都テ何番屋舗ト記

シ，編成ノ順序モ其番数ヲ以テ定ノレヲ要ス」と

している。また， r区画七八ヶ村， 或ハ十二三

ケ村ヲ合テー区トナストイヘトモ，毎戸掛札番

号ハ一村々々ニテ止ムヘキ事」と，番号は新設

の区を単位とせず， 1村単位の一連番号にすべ

きこととされた。

宇都宮町の市街地券付与に関する宇都宮県壬
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申7月19日達で， r従来之泊券地ハ精細之絵図

面，地所坪数並区号町名番号，所持主姓名，泊

券高，現今之代価等」を別紙雛形の通り 1町1

帳にした『地所一筆限取調帳』を提出すべきこ

とを通達し，雛形では区号町名番号について

「第一大区何小区，河内郡宇都宮，何町何側，

何番屋敷」と記載することを示しており，地所

番号に何番屋敷と屋舗番号を用いている。この

犠モ可有之処，中ニハ無謂流言ニ惑ヒ非常之

難儀ニ可立至ト存込i民輩モ有之哉之由，甚以

心得違之事ニ候。畢克地券御発行之御趣意ハ，

深ク衆庶之便利ヲ謀リ，永世之為可相成{畏様

トノ御仁値ニ候条，決而無益之過慮致ス間敷，

且又右等之処ヨリ万一心得違ニ而詐訴姦曲之

所為致シ候ニ於テハ因重ニ所置可致条，心得

違無之様可致事。

ような例がみられるにしても，地券交付におけ 明治 5年7月4日大蔵省達第83号の但書に

る地番と屋舗番号とは別個に設定され，二つが 「可成丈至急ニ取計，総テ当十月中ニ渡済相成

併存した場合が一般で、あった。 候様可取計」とされたが，着手した府県から期

屋舗番号の名称は，府県によって違いがみら 限通りには不可能という上申が改正局に相次い

れた。おとえば，愛媛県(讃岐国〉では何番邸 で提出された。その理由としては，調査が収穫

ともいい，香川県高お町や愛知県知多郡では何 期にあたるなどがあるにしても，大多数は，人

番戸・第何番戸と呼び，浜松県では何番地所と 民の申立を検地帳など旧公簿と照合することが

称した。浜松県の「戸籍編輯ノ儀ニ付」布告に 基本原則であるのに，その困難を訴えているの

は， r戸籍編製之儀，地所番号打建寄留人調等 である。その主要な問題点は，次のようなこと

致シ候上，本籍之者取調侯手続ニ有之……」と であった。

あり，また岡県で、は明治6年4月4日布達第26 a)従来，検地帳が存在しなかった地域もか

号で家標(標本L)を各戸に掲げるべきことを定 なり広くみられる。

め，その書式雛形を示したが，それには「何番

地所」としている。

2 調査作業の難行と地券交付の中止

調査作業の難渋 地券下付のことは，長い

間に行われてきた税制，それにもとづく生活慣

習を根底から大きく変えることであ品ただけに，

「此度ノ御沙汰ハ土地御買上ヶ相成」とか，

「万一総検地ニ成ル可ク杯ト無稽ノ説ヲ唱フル

富」もあり，あるいは「地券ハ税金増加ノ品ト

申ナサ」など各種の浮説が流;h，人心の動揺を

きたし，抵抗も生じた。

各府県はそれぞれ『地券のさとし」とか告諭

書を公布し， r今般地券御発行ニ而ハ色々ノ噂

モ有之由ニ候得トモ……浮説流言等ニ迷ヒ心ノ

動クハ人情ノ常ナレハ能々相心得・・・…J(茨城

県『地券のさとし』?というように，主旨の徹

底と誤解の解消に努めなければならなかった。

静岡県では5年8月18日に次のような告諭を出

している。

今般屋敷地並田畑共地券(所持之証書也〉

御渡可相成筈ニ付，自今追々御規則等被出侯

たとえば，新治県は「当県管下常総村々之儀

ノ、過半旧幕旗本小給所分郷村ニテ，旧来検地帳

無之，適宜之名寄帳等ヲ貢租高掛割賦罷在」と

いう有様であった。また，奈良県十津川郷59カ

村は高1，000石の地とされてきて，反別に関す

る公簿は存在しなかっTJ。
新川県の場合は，後に述べる田地割替の慣行

があって「高何百石・免何箇・此定納米何程ト

申地租帳ニ而，田畑之訳反別歩数等取調候書類

無之」地域で，改正局への伺いに，

当県管下越中国ハ往古ヨリ検地不致仕来ニ

而弐拾ヶ年又ハ変地有之節等闇取ヲ以田地割

替致シ候事ニ付，持高而己ニ而持地無之，地

券渡方御規則通施行難仕候。

といっている。割地慣行は後述のように旧長岡

藩・富山藩・加賀藩の北陸地方や宇和島藩・土

佐藩などの旧領内にみられ，私的土地所有権の

確定にもとづく地券交付に障害をなした。

b)火災・洪水・津波などで検地帳が失われ

たところも少なくなかった。たとえば，犬上県

の伺いに，
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村方ニ依リ検地帳焼失，名寄帳之類モ無之， われなかったわ行われても一般形式の検地帳

稀ニハ高反別ヲ不唱，其村惣反別市己ニテ，

従来小前帳ト唱へ銘々貢米辻而己記シ候冊相

用来候向モ有之， (以下略〉

と記しており，そのために「右等実地ー畔ヲ一

筆トシ，人民申出ヲ以村惣反別へ引合セ，自然

減歩相成候宣告ハ検査一村ニ不及侯テハ相難成候

処，左{民テハ検地之姿ニ相成候儀ニ付」といっ

て，判断に迷って伺書を提出しているO

また，山形県の村山郡・最上郡における鳥居

家旧領地域では，後述のように寛永年中に検地

帳を藩で引上げたので，村々には検地帳が存在

しないのであった。したがって，規則通りに調

査作業を進めることができなかった。また各人

の申告にしても，その合計が村総反別より少な

いときは，犬上県伺いにいうように 1村検査を

実施しなければならない事態となり，これでは

検地を行わないとする原則に反する矛盾に逢着

するのである。

c)公簿に反別の記載がない地方も広い範囲

にみられる。

青森県の東部地域の旧南部藩領では， r北郡・
三戸郡・二戸郡之内従来反別調等モ無之，幾刈

・幾人役杯ト唱へ，公簿ニハ石高而己記載シ，

反別不相分，地主共ハ祖先立リ之申伝ヲ守リ，

是ト申確証無之，実地錯雑腰味之場所多分有

之」という状態であった。

宮城県の場合， r当地方之儀悉皆伊達家旧封

土ニテ従来貫高之取扱ニ有之……地所質入書入

等之節，都而反別ヲ不用，何拾何文之証書遺取

仕来候」であった。水沢県でも「当管下陸前陸

中両国共伊達家旧封中貫高取扱ニ而反別之方ニ

不相用」であった。かつて丹羽氏領であった福

島県安達・安需両郡も束刈の法を用い，反別の

記載はなかった。

貫文制は仙台藩だけでなく，東北，関東西部

山地，中部，九州など，かなり広く行われてい

た。 1貫文は高10石に相当するとされるが，貫
だい

文制や刈・人役・代などが用いられているとこ

が存在しなかった。新潟県の場合，その実悪に

関し改正局への伺書に次のように述べている。

蒲原郡之内割地ト唱，先前より年限を定耕

地割替来候村々之分，地引絵図仕立指支候段

申出侯ニ付，子細取調候処，田畑検地之地位

ハ定有之候得共，同位ニ而も地味之厚薄・水

理之順不}I蹟・水早損等之多少も之有候ニ付，

前々より何等ニも階級を分ち同等之地毎ニ廉

訳ヶ致し，其一廉宛を村方軒別ニ割合，夫々

無甲乙組合せ候を一軒前と唱，一筆限之如く

取扱，有徳之者ノ、何軒前も相併所持致L，質

入等之節も都而右之定を以て取扱侯ニ付，一

軒前を二ツニ引分候ノ、半割，夫を猶引分ヶ候

ノ、四半割，其半を八半割ト唱，猶八半割を引

分ヶ十六割に致し，右を裂侯を三十二割ニも

致し譲渡し来候間，壱人別之所持地ハ夫々定

り居候得共，演壱反歩之地ニ而モ四十五十或

ハ百二百ニも引分れ所々ニ散在致し，殊ニ年

限を定割替も致し候儀ニ而…...

また，七尾県では「検地帳名寄帳等無之，地

所一筆限ハ勿論総反別スラ難相分，地券歩数照

合スヘキ書更ニ無之，地租改正致サントスレト

モ其標的ナク，地券ヲ布ントスレトモ検査可致

標的ナJ」と困惑してい急が9 その実態を伺書

で次のように記述している。

地券渡方当県管下之儀ハ・・・・・・石高を以取扱

来，検地帳名寄帳等之類無之，地所持主一筆

限難相分，従来田地割ト唱へ，一村総百姓納

得之上，十八九年乃至二十ヶ年目位ニ者持主

総割替致し，一字限間取を以銘々地味甲乙割

合，数ヶ所ニ而所持致シ，其上畑高之方ハ折

歩ト唱へ地味に応し夫々歩延有之，且田畑売

買之儀等云々ニ而地所之分界更ニ無之，右等

之地所分界取極不中内ハ地券渡方差支{民・・・・

地券交付の調査作業の根本は地所各筆の区画

と反別の把握およびそれらの所有者の確認であ

るが，このような割替慣行のあるところでは各

筆とその所有権者を設定することがまず困難事

ろでは，公簿に反別の記載がないのである。 であり，この確定の仕方の如何は農民にとって

d)田地割替慣行がある地域では，検地が行 重大事であるだけに，その処理には難題を抱え

- 15一



なければならなかった。団地割替慣行は北陸地

方だけでなく，広く全国的にみられた。とくに

大河川の中下流域における洪水頻発の低位生産

力地帯に多く分布し，地券交付の当時には20カ

国におよんで、いた。

e)地形の変化や土地利用の変貌で検地帳が

現状と合致しなくなった場合が多くみられた。

検地から 200年も経過した場合が稀れで、なし

そのために「其後洪水地形模様変人新聞荒起

等混雑之向」も生じし鳥取県伺害λ 「原地ヲ変

シ或ノ、切畝歩等ニテ実地錯乱，即今検地帳ニ難

引合向キ往々有之J(犬上県伺書〉という状況

になっているところが少なくなかった。福岡県

の伺書では

反別等持主申立を以検地帳引合之儀，当県

内ハ兼而申上候通封建中之錯乱ユ而，現今持

主申立を以検地帳江引合候とも，十之九ハ符

合致問敷・.....

と述べている。また，高知県では，

一村総高百石之処，実地百拾石有之，旧来

之村高百石は増減不致矢張百石之高ニ致し置，

自立延一割之村方と唱へ，貢米連も右百石ニ掛

ル米五拾石ナレハ一割増を以五拾五石為相納

候村方有之候得共，一筆限反別点検し候時は

検地帳へ引合不足之分も有之….

といい，検地帳に 1反とあって実際は2反ある

場合 1反数畝と申出たとき，申告のままを規

思通りに取扱うべきか否かを改正局に伺ってい

る。

f)抜高売などによって混乱し，検地帳の記

載と突合せが出来ない状態になっている場合も

少なくなかった。度会県の場合，検地帳は「往

古ノ憧ニテ手入無之，人民売買ノ際或ハ分割或

ハ合併，夫而己ナラス地価ノ多数ヲ得ント欲シ

抜高売等致シ，地ト高トノ、全ク別物ノ如ク相成

候ヨリ，今日ニテハ高ハ其戸ニ附キ候戸別高ノ

姿ト成リ，混雑紛擾不一ト方{民間，其売買致シ

候原由ヲ札、ン検地帳ニ突合取調候事者連モ無覚

束次第・・」といってい宮。また，堺県では，

管下地券取調中，旧地主買受人と示談之上

挺来貢地を無税同様之姿ニなし，土地而己買

受人ニ譲渡，高ハ旧地主方ニ残置，其貢税諸

掛物等は旧地主相弁居候類有之，爾来旧地主

買受人共其地を離れ漸々持主相変候ニ付而ハ，

残高無余儀其村中ニ引請，弁米致来候処，今

般検査致し候得共，何れ之田畑ニ合併相成居

候哉難分・・....

という状態となっているのである。

近畿および西日本では，売買・質入による農

民相互間の土地移動で， 1村合計では検地帳に

合致しながらも，人別あるいは1筆ごとでは全

く一致しない事態が生じていることも少なくな

いのである。

一村悉皆地押も実施 このように従来の公簿

にもとづく農民所持地の現状把握の困難に直面

し，困却した岐阜県で、は， l地券渡方ノ、現今回

畑実地石盛不適当之分共下夕方取扱之憧相渡候

而不苦候哉」と，人民申告による地所反別の点

検を放棄しく下夕方取扱之鑑>とする措置につ

いて伺いを出してい2。犬上県もまた申告を村

惣反別に引合せ減歩の場合は検査が1村に及び

「検地之姿ニ相成」るので， [""人民号出之畝歩ニ

据置可然哉」と伺いを提出している。つまり，

それは検地帳との照合，減歩の場合は検査とい

う原則を変更することである。 Lかし，これは

許可されなかった。

岩手県では地券交付の布告前に検地を始めて

おり，この完了をまって交付調査を実施したい

とし，鳥取県で、は旧来の絵図帳面を再調した上

で着手したい旨を申出ている。改正局は鳥取県

に「絵図帳簿等即今再調之儀ハ先以差控之方可

然Jと回答し，岩手県でも全地域の再検地は実

施し得なかった。

しかし，水沢・犬上・福岡・小倉・筑摩など

多くの県からは， [""再検地」あるいは「一村悉

皆地押」によらなくては不可能との意見の伺い

が提出された。たとえば，小倉県に対しては，

地引絵図地引帳を以落地無之様田畑毎一枚

実地ニ引合候上様歩いたし可申，尤右地引絵

図様歩之節相違有之候ハハ悉皆竿入致し可申

旨，策而管下へ布達し置可申事。

と指令U，事実上，一村悉皆地押を容認してい
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る。長野県では，筆工雇入れの費用に関しての

伺書の一節に「今般地券取調ニ付テハ，漏地無

之様縦横相改，地引絵図相添地押一筆限り帳差

出候所，筆数数百万円・」とあP，全面的に地

押を実施したことを述べている。

地券交付の中止 多くの府県は以上のよう

な問題を抱えているだけに，明治5年7月の通

達で10月中に交付を完了するよう指令されたが，

調査の作業は難渋，遅延した。 5年11月までに

交付を終ったのは旧栃菜.木更津・敦賀・滋賀

の諸県にすぎなかった。

明治6年5月19日に地租改正法案が大蔵省か

ら太政官に提出され， 7月28日には地租改正法

が公布されたが，壬申地券交付のことは進捗せ

ず，大多数の府県が調査作業の途中であった。

たとえば，明治6年8月23日に租税寮から地租

改正調査についての問合せに対し， 9月に足柄

県の柏木権令から松方租税権頭への回答と進達

警には，次のように記Lていぎ。

…・・・管下伊豆相模両国ノ儀ハ，元各藩領分

或ハ旧幕墜下知行所等多分混清シ，従前準拠

ノ帳簿紛雑ニテ調査意外ニ手数相掛り，昼夜

勉励漸々方今ニ至リ管下半ハ地券渡済相成候

得共，今以小前帳不差出村方モ有之，因ニ督

責ヲ加へ，益調査ヲ勉メ，本年中ニハ悉ク皆

渡済ノ見込ニ御座候。地引絵図ノ儀ハ管内緯

ニ四分ノーナラテハ差出不申，其内疎脱対照

ニ供シ難ク，再調可申付分モ許多有之候。(以

下略〉

また，入間県の場合は，調帳の提出が遅滞し

ているので明治6年3月に「来四月十五日迄に

此度無相違調l帳差出し可申候」と達しているが，

地租改正法の公布後の 8月になっても「取調方

不都合之儀不少，調帳差出候村方績ニ一二ケ村

品テ渡方之目途更ニ無之」といった状態、で、あっ
守胃

I~。

このような状況であったので，改租法の公布

の時点では「未タ半ヲ了セサノレ」状態宅， 12月

までに完了したのは足柄県および若松・岐阜・

京都・兵庫・広島・堺・豊岡・浜田・福岡など

の諸府県であった。

壬申地券の交付は，改租法の公布後もある府

県は続行され，ある府県では打切られた。これ

に対する中央の指令も統一性がなくら措置は思

県によってまちまちであった。栃木県や秋田県

などは改租の本格的着手を延期し，発行を継続

した。山梨県の場合は， 1最前ノ地券ヲ不発(最

前ノ地券トノ、壬申大蔵省八十三号公布ニ依テ人

民ニテ申立タノレ佳ノ反別ヲ以相渡ス地券)，思

ニ改正法ニ着手」して，改租事業に切換えた。

このように途中で改租事業に移行したために，

壬申地券の交付を中止した府県もあり，あるい

は新治県のように遂に交付しなかった県もあっ

た。すなわち，地券発行のことは，地租改正条

例に規定された地券交付に引継がれ，調査作業

および地引絵図作成のことも，改租事業に切換

えられ，これに連続されたのであった。

3 壬申地券の交付謂査におけあ地引絵園

地引絵図の作成と交付調査ではたした役割

この地券交付調査の手順として地引絵図を提

出させることが起点、で、あり，地引絵図の作成は

調査作業における不可欠の要件であった。

また，地券渡方規則では， 1......其地所境界

紛雑調査支障アノレモノハ，一筆限リ畝杭ヲ建テ

地引絵図ヲ進達セシメ，実地ニ就テ之ヲ検査ス

へシJ(第24条〉とし，境界が判然としない場

合は，関係者に地引絵図を提出させ，これをも

とに実地で検討して判定すべきことを規定し，

地引絵図の役割を特に挙げている。

さらに，検地帳を土台としながらも叙上のよ

うな問題を抱えるこの調査作業で，地所の画定

と反別および所有権者の確定にはたした地引絵

図の役割は大きかった。各筆の区画と面積の判

定は，もっぱら地引絵図を基礎として進められ

たのであった。「検地帳焼失紛失等ニ而不持伝

村々」が多い新潟県の伺いに，改正局は，

検地帳紛失之村方は，検地には不及候得共，

地引絵図を以実地一筆限照合相改，総市地所

廉落無之様注意可致事。)

と指令している(壬申 8月25日)。また，無反

別村を抱える岩手県の伺いに対しては，

無反別之地所竿入検地ニ不及，現今之歩数
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確認されて交付されたが，筑摩県では元城下町

屋敷の地券発行にあたり，地所の区画や坪数お

よびその計算の基礎となった間数を記入した1

筆図(坪詰図〉を地券大帳に添えたい旨を改正

局に申し出て， 1筆図の雛形を提出している。

これに対して改正局は次のように指令している

(壬申 9月29日〉。

書面地券大帳之儀ハ，別紙一号式之通リ奥

行曲折之分ハ加除平均之間数を書載可致，オニ

書面上計算難相成分モ有之候条，第三号式ユ

申出之通最前地券願出候節，表裏奥行曲折之

間数詳細相記候図面為差出，隣地間数ト照合

之上相違無之候ハハ，後日之証トシテ地券掛

へ可備置!民事。

但坪数取調方之儀ハ，四方曲折ニ随実地間

数ヲ以切坪ニ仕出シ，坪詰之儀ハ四捨五入之

法ヲ以合限リト可相心得，且大帳之儀ハ年々

収租之目的ト可相成品ニ付，地租之高書載可

致置事。

改正局はこれを rF税寮改正局日報』に掲げ

〈明治5年，第23号)，筑摩県が提出した地券

大帳の表紙(用紙美濃紙〉の雛形および記載例

と図5のような 1筆図(地引絵図〕の形式を載

せている。

下方ョリ為書出，落地無之様地引絵図ニ番号

相記シ，有税地並旧来之見捨地郷蔵敷之類一

々図中ニ区別相記シ為差出，右図面等ヲ以実

地ニ引合，落地無之様精々念入点検可致事。

と指示している(壬申 8月29日)。すなわち，

地引絵図をもって実地と対照することで，各筆

の区画と反別の確認が遂行された。

また，前記の青森県の場合に関しては，

地主共祖先より中伝之趣一人別為申立，地

界錯雑之分ハ隣地中合何れも地引絵図為差出，

地券掛郡村附属之者ニ実地為取調候上，篤と

検査いたし，歩数持主等確立之上地券相渡候

得ハ，争論可差起謂れ無之・・・・

と指令している:すなわち，所有者の申立にし

たがって係官が実地にこれを調査し，差出され

た地引絵図にもとづいて各筆の確認が行われた。

以上のように，自主的申告と検地帳との照合

が原則であり基本であったが，これが不可能な

節はもっぱら提出された地引絵図が土台とされ

た。この調査作業では，規定の検地l院に代って

地引絵図を根底として進められた場合が，実際

上は少なくなかった。

地司i絵図の地券大帳添付図に転用 地券の

発行事務においては，地券大帳にもとづいて地

券が作成され，地引絵図と照合し各筆に関して
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記載例と添付1筆図の雛形を改正局日報に掲

載して以上の指令をしたことは，地方庁に対し

て取扱い方の指針を提示したものなので，他府

県でもこれが適用されたとみられる。

4 地券調査作業で調製された地図類

地引絵図の種類 この調査が地押方式を採

用しただけに，地引絵図の調製，その提出がま

ず要求されたが，地引絵図としては一筆限図・

字限図・全村図の 3種類が作成された。それぞ

れに関しては，後に述べることにする。しかし，

この調査作業においては，以上の地引絵図以外

の地図も調製された。

荒地ー郡限園 地券渡方規則の第33条には

「持主之有無ニ不拘荒地ハ悉皆ー郡限反別仕訳，

絵図相添可届出」とあり，荒地に関するー郡限

絵図の調製が規定されているO 茨城県では，壬

申9月23日第8号達をもって「持主無之荒地並

持主有之荒地共，一郡限反別仕訳，絵図相添可

申出事」と通達している。

上掲第33条の規定について，新潟県出張官員

から「絵図面相添ト有之候得共，荒地而巳ヲー

郡限之絵図ハ仕立方差支候ニ付，右仕立方相何

度候」との伺いが改正局に提出された。これに

突すして，

荒地仕訳之儀ハ・・・・・・ー郡限絵寄高可申立，

絵図面之儀ハ荒地之箇所限取調{民儀ト可相心

得，尤図面之儀猶余議之次第モ有之候間，県

庁へ取纏置，追而相達侯節可差出事。

と指示している(壬申11月14日)。度会県出張

所詰之者からの伺いに対しても，同じ指示をし

ている(壬申11月23日〉。

市街地色分け絵図 市街地の地券交付にあ

たっては，東京府の地券規則に「精密なる地図

を製し，毎分区番号を附可差出J(第2条)と

された。この規則は地方都市にモデルとされた

ので，多くの市街地では実測図がつくられた。

山梨県は「県下甲府市街之儀，旧城下ニ市従前

高反別等無之，地子免許ニ付，東京府下市街泊

券地ニ徴ヒ取調，詳細之絵図面為差出，漸次点

検之上代価ヲ定，証券相渡」したいと申出てい

るが，改正局は「市在之区分相立，色分図面ヲ

以可申立」と指令している(壬中11月28臼)。

旧城下などでは無税の武家地および地子免除

の町地と年貢制の郷村として扱われた地域とが

錯綜，それぞれの地域の区画が複雑に入り混じ

っている場合が多かった。たとえば，小倉県中

津町の場合，

管下中津町士族屋敷地之儀ハ，従来旧城下

地所狭陸ニ什，市中続き金谷・大塚両村之内

高内引ニ而地所授与いたし遣候分有之候処，

右は従来之無税地ヘ字リ市中続ニ而追々人家

調密，即今回国之地形を失ひ変地相成侯ニ付，

今後高受地引戻候而ハ同区中税法異同相成不

都合ニ付，旧ニ依リ高内引据置外無税地並之

泊券取調候様致し度候。

と措置を改正局に伺わなければならないような

問題が生じまた屋敷続きを買請けて「僅之歩

数ニ而貢租券税二様ニ引分れ候而ハ自然地所錯

乱不都合を可生」という事態がおこったのであz:このような問題は，市街地券発行・泊券税

新設によって多くの城下町において生じた。

中津について改正局は「市街郡村之区郭判然

相立候様取調，色分絵戸面」を以って申出べし

と指令 (6年2月19日)，また「有税無税郡村

市街之区域判然不致候ニ付…・・・判然タル色分絵

図面ヲ以吏ニ可伺出事」と指示している (6年

3月23日〉。 このような場合には， 両種地区の

区分に関しての色分け絵図が調製されたのであ

った。

宇和島・大洲などを管下にもつ神山県の伺い

にも，改正局は「犬牙錯雑之地所引分方ハ市在

之区分判然、候様見込相立，明細之絵図面へ色分

ヲ以可出来」と色分け絵図の提出を要求してい

る;鳥取町の色分け絵図に関して，鳥取県から

改正局に提出された伺いに，

鳥取町之儀，別紙絵図面色分ヶ之通各種之

地所混清仕侯処p 此度無税地不残泊券金税地

と相定候得共，米納地金税地入交り貢物取立

方区々ニ而煩雑不少候。依之，図中朱点之通

区別相立，右点内ハ不残泊券金税地ト相定，

右点外無税地ハ元筆之有無ニ不拘都而米納地

ニ取計申度・.，
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と述べており，市街地色分け地図の内容が示さ

れている。

金沢の場合， r旧金沢藩以来元帳等紛援」し

ているが，町の半ばが士族屋敷地で，平民屋敷

地の多くは有税であったにしても，所々に無税

の場所があった。泊券税施行にあたって，その

措置について石川県から改正局に伺いが出され

た。これに対して， r郡村市街之区界図取調，

右市街中従前有税無税之別並収入之税額即今人

民売買直段トモ詳細取調」べるよう指令され，

まず郡村と市街部分との区分地図を作成するこ

とが指示された。

郷村地域でも，市街が形成されたところも少

なくなかった。磐前県では， r郷村之内市街之

景況ニ相成居候場所Jに関L-，郡村部として据

置き米納地のままにしたらよいか，町地に組入

れ高除きにし泊券税を課すほうが適当かについ

て伺いを提出している。これに対し改正局自

「実地調査絵図相添可相伺」と指令しているが，

この場合における絵図も市街部分と郡村部分の

区別を明確にしたものであったろう。

つまり，多くの城下町は，外延的発展につれ

て，武家地および町地と「高」のある郡村地に

扱われてきた地域とが錯綜した状態になってい

た。市街地券は泊券税(地租〉の賦課をともな

い，郡村地券は税制とは関係なく所有権の確認

のみであっただけに，市街地券の発行にあたっ

ては市街・郡村地域の区別・区画を明確にする

することの必要に迫られたのである。このため

に，それぞれの地区を明瞭に示す色分け絵図の

作成が要求されたので、あった。

耕地絵図 この調査においても.耕地絵図

を提出させた例がみられるO

新川県では，前記のように割替慣行があって

検地帳をもたないので，地所およびその所有権

確定の方法として，

村々田畑之訳ハ岡地割歩数巨細ニ取調，万

歩帳相改，永代之持主ヲ定ん田畑歩数不都

合之儀モ無之ハ右ヲ証拠トシテ万歩l限並耕地

絵図為差出置，銘々一筆限直段書出候節右ニ

引当地券相渡置，実地歩数過不足有之候ハハ

書換可相渡積。

との伺いを出している。これに対して改正局は

「伺之通J~こすべきことを指令している(壬申

9月24日1。 この場合，各筆とその所有者を確

定し，それを証拠づけるために， 1村にお噴ける

耕地の分布を示した耕地絵図が必要だったわけ

である。

山形県においても，耕地絵図が作成された。

山形県のうち羽前国村山・最上両郡は，最上家

領の元和年中に検地が行われ，地主の持地は遠

近にかかわらず居村の高とされた。そのため

に， 5~6 里も離れた飛地があったり，数カ村

の入会があったりして，紛乱がはなはだしかっ

た。最上家の改易後は幕領と鳥居家領に分割さ

れ，幕領では寛永と正保に検地が実施されたが"

鳥居家は検地を行わず寛永年中に定納ー紙と称

して田畑の等級別高を記したものを渡し，検地

帳を引上げてしまった。さらに，その後に 1郡

が数領に分けられたので，隣りの村でも税法が

異なるという状態になった。また，田畑の小作

米を立付米と称し，譲渡や質入れのときは反別

石高を使わずに立付米何俵場と呼ぶのが慣習で

あった。地券交付調査にあたって，県は立付米

を根拠として反別を算出する案を提示したが，

改正局は不都合であるとし，次の 3則を基準と

すべきことを指令した(壬申11月28日)。

第一則 一村之者ヨリ銘々持地之反別石高

立付米トモ戸長ヨリ為中出之上，耕地絵図ニ

照合，高反別増減無之或ハ反別相増候分ハ申

立之憧据置，立付米之内貢租ヲ除キ全ノ作徳

米ヲ標準トシ代価ヲ仕出シ，券状可相定事。

第二則 隣村八合打混候分，村界判然難致

分，双方ノ戸長申合，二ヶ村或ハ三ケ村接続

ノ耕地絵図為仕立，前同様検査可致事。

第三則 無反別之村方ハ人民申立之反別ヲ

以筆高ニ割付，石盛斗代ヲ仕出シ，従前之石

盛税額ト現今得ノレ所ノ石盛税額共反当リ低グ

候得ハ切添切開ノ地アルヲ了知スヘグ，反当

リ高グ候得ハ其地所隣村へ切畝歩ト相成候欺

申出暖味アルカヲ知ルヘシ。愈不相合無之候

ハハ法之通隠地無之段ノ請書ヲ取り地券可棺
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渡事。

この場合も，一筆限地引絵図の提出は無理で

あり，まず各筆および入会地境界を確定するた

めに， 1村における耕地の所在を示した耕地絵

図が必要であったのである。

また，堺県における前述のような村弁高の調

査についても， r村弁高之儀，一村限耕地絵図

為指出，水帳検地帳ニ引合，逐一取調候ハハ検

地不取計1民共判然可相成筈ニ候」と指令されて

いる(壬申11月23日)。 この調査においても，

全村の概要と耕地分布を示した耕地絵図の作成

が要請されたのであった。

5 壬申地引絵図の作成規準と作成手順

地引絵図作成の規準 地引絵図の作成規準

に関して，地券渡方規則では断片的にしか触れ

ていなし、。すなわち， r総テ現地ノ景況ニ随ヒ

地引絵図ヲ製シ進達スヘキ」こととし(第23条)，

「従前高内外ニ拘ハラス社寺・郷蔵或ハ埋葬地

等地主定リナキ分ハ地引絵図中ニ其訳ヲ記載ス

へシJ(第25条)， r村持小物成場・山林ノ類ハ

地引絵図中色分スヘシJ(第26条〉と地引絵図

に記載・彩色区別すべき事項をわずかに指定し

ているのみである。しかし，静岡県は『地引絵

図仕立方心得jJ(明治5年10月)を管下に領布，

宇都宮県では次に掲げる文書によれば雛形を下

付しており，府県で、作成の規準を定めている例

が少なくなし、。

茨城県の場合，地券規則(壬申 9月23日同県

達第8号)を通達したがjそれは地券渡方規則

とほとんど同じであった。しかし，明治6年 2

月に地券調査の書類が「取調向村々区々ニ出来

15F者不都合ニ候間」雛形を示して統ーを指示

し，次いで3p叫引絵図の作成に関しても次

の通達を出し，統ーをはかつている。

先般地引絵図認方相達候処仕立方郡村区々

ニ出来候而ハ不都合ニ付，凡壱分間ヲ目的ニ

可仕立，都市一筆限リ之区別ヲ付，番号其所

之字等書込，村々境界ヲ判然と可記，入会抹

場等ニ而難引分場所ハ何村之入会ト字等詳細

可相記，他村より居村へ字リ居地所者居村之

:図中ニ可認，居村より他村江同断之者ハ某村

へ飛地何々として別廉ニ其形ヲ可相記，則図

面色訳別紙之通可相心得事。

o (シロ〕
o (キイロ〕
o (マツバイロ〉

o (アカ〉
o (ハイポイロ〉

田

畑

海川池沼之類

道

税外郷蔵墓所高札場社

寺之類但高内外之区

別可記

山林原野之類但官私

之次第可記

他村より居村江飛苧ル

地所

o (アヲ〉

o (ネヅミイロ)

宵社

O 寺

口
倍

城郭跡

屋敷

ム 高内之荒地

なお，同年8月22日付の官林原野荒地等調査

についての布達(岡県達第255号〉で怯;217也図
に関しては次のような諸項を指示している。

一、官林絵図面ハ延紙四方一寸ヲ除キ其中

央縮図イ夕、ン，横竪間数ハ勿論総反別共図中

ニ記載致スヘシ。道路池沼並ニ耕地苧ミ居候

ハハ色訳ニ可致候事。

一、桑林漆林茶園等外共旧県々ニテ手行ヒ

ニイタシ候地所並ニ弓~包稽古場欺乃至廃跡樹

木仕立地欺元牧場カ木ハ木数並ニ反別外官地

建家アレハ坪数無主無税之分一切取調，縮図

相添可指出i民事。
一、原野ノ、反別草永之有無共書訳致、ン，池

沼等字ミ居候ハハ用水カ不用水カヲ縮図ニ其

訳記載，色訳ニイタシ可指出{民事。

一、私林ハ何木並ニ尺廻リ反別記載スヘシ。

小苗木ナラハ何小苗木大九何本程ト記載可指

出{民事。此地草永之有無共可書出最縮図可添

候事。

一、無税之竹薮等反別取調，居住地内欺外

歎其訳記サイ，シク|縮|図相添可指出f民事。

一、開墾地鍬下年季定ラサル分有之侯ハハ

早々年月共記サイ，シク図相添鍬下年季可願
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出侯事。

地引絵図作成の手順 地引絵図の作成過程

に関しては，明治6年 4月9日に宇都宮県地券

掛矢板出張所が第5大区の各戸長へ地券取調に

関する心得を通達したものに(以下，地券取戸

心得と称す)，きわめて具体的に述べている。

この通達は第5大区だけでなく，宇都宮県の全

管下に出されたものと思われる。

村々地券調方手続之儀ハ，第一地押之上野

帳ニ書取，検地帳其他名寄帳割付帳等可突合，

書類へ突合済之上，下ヶ渡候雛形ニ{放ヒ下絵

相調宜敷{民や」と伺っておれこれに対し 9月

5日に「一村之図面一枚ニ可限事」と指令して

いる;他府県でも，大村は切図にした例もあっ

たが，多くは用紙を何枚か継いで1枚の図にま

とめられたのが一般であった。

6 壬申地引絵図の特色

地籍図としての成立 土地私有の認許にも

とづく地券は地所各筆の所有権の公証であった

だけに，各筆の所在場所・区画・面積・地目・

所有者の確認，地籍を明確にすることがこの調

査の目的であり，調査資料として作成された地

図ヲ製，其下絵図ヲ以一筆限帳下帳ニ製シ， 引絵図はこれらの事項を描いたものであった。

巨細検査ヲ受，其土木紙ェ清書イ夕、ン，其村 江戸時代の検地で作成された地引絵図がほとん

惣代並担当人之者ニ為立会其区戸長副ニ於テ

割付等へ突合，一筆毎ニ其戸副之内突合済之

検印ヲ押シ，別ニ地券願帳添，都テ書類納済

之上，絵図面清書可致事。(第1条〉

すなわち， 1筆ごとの反別確認の実地調査に

よって地所一筆限取調帳がつくられたが，その

際の野帳を根底として，雛形に倣って下絵図が

作成された。この下絵図をもとにして一筆限帳

の下帳をつくり，さらに一筆限帳(一筆限下調

帳〉が調製された。下絵図は清書されて，一筆

限帳および検地帳などと照合された。さらに，

諸書類が提出済みの後に本絵図が調製された。

本絵図に関しては，戸長が「其職タル者相雇，

区内同一ニ可仕立候様可致事J(第8条〉と専

問家に依嘱し，区内の村々は同じ仕立にするこ

とが要求されている。また， r村々地引絵図面

色取等，可成薄色ニ仕合可申事J(向上〉と彩

色は濃くならないように注意している。

絵図の折り方 宇都宮県では本絵図の折り

方を地券取調心得で定めている。すなわち，

「手本折ニ致シ，曲尺ニテ竪壱尺壱寸，幅八寸

ニ打上差出可申事J(第9条〉としている。し

かし，このことに関しては，他府県では自由に

任せたようである。

なお，全村図は1枚にまとめることが，茨域

県の場合は要求された。明治6年9月2日に郡

中地券掛へ「一村絵図之儀者，大村ト雄分間ニ

縮図一枚ニ可認哉，且ツ正枚三枚ト適宜ニ任セ

ど同様のものであったにしても，それは年貢が

村高による村割付けであったため村とその耕地

分布の状況に主眼点が置かれたものとは，大き

く呉なるのである。したがって，壬申地引絵図

は，新たな地籍図としての意味での登場といえ

よう。

元来，地引絵図は農民が用意し，自主的な申

告の事実を描図したものであるが，境界の判定

にあたり，また各筆区画・面積・所有者が不明

瞭な割替慣行地域などでこれを確定するにあた

って，所有者の主張を提示するものとして重要

な役割をおわされたのであった。調査方法が旧

来の地押方式を踏襲したにしても，この場合，

官側の一方的査定ということを回避し，農民の

自主的な申告に侠ち，調査作業も農民を主体に

させたが，地引絵図の提出は民衆の反挨を避け

ようとした政府の意図の隠れ霊とされた。

絵図の作成の手法や図式は，まったく江戸時

代における検地の地引絵図の伝統によっており，

その点では江戸時代の絵図様式の継続であれ

連続である。地租改正の際のように新しい規範

が示されることはなく，全国的に統一された規

準が提示されることはなかった。

丈量の単位の多様性 地図作成の基礎とな

る土地丈量の仕方および測量用具や地積の算出

法は，従来の方式が踏襲された。なかでも，検:

地尺(尺間や反別の基礎単位〉は地方によって

多様で、あった。それぞれの土地の慣行がそのま
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ま襲用された。すなわち， 1間の長さや 1坪・

1町歩の面積は必ずしも同一ではなかった。

江戸時代の後期においては，検地竿の 1間に

関し古検・中検・新検が存在L，それぞれ曲尺

6尺5寸・ 6尺3寸・ 6尺を通法とする違いが

検および新検では 300歩の相違があり，地方に

よっては 250，360， 420歩などがあった。秋田

県鹿角郡では畑を 900歩(坪〉で1反歩として

いた;すなわち，回積基準に関しては，太閤検

地で1間 (6尺3寸)四方を1歩， 300歩を 1

あり，藩・地方によって採用が異なっていた。 反， 10反を 1町歩と規定されたが，それ以前は

さらに6尺7寸， 6尺2寸5分 6尺1寸など 360歩を 1反とし，歩と反との中間単位として

の場合もあった。

滋賀県では元彦根県(藩〕が6尺5寸竿，元

大溝県(藩〉が6尺1寸竿を使用:筑摩県では

元松本藩領および飯田藩領が6尺5寸竿，元名

古屋藩領が6尺2寸5分竿，元高島藩・元高速

藩♂伊奈藩・元高山藩領が6尺壱分竿を用いて

いた。秋田県では旧佐竹領(秋田・川辺・山本

・仙北・平鹿・雄勝の諸郡)は6尺5寸竿，旧

岩城領(由利郡亀田〉は6尺3寸竿，旧六郷領

(由利郡本庄〉および旧生駒領(由利郡矢島〉

は6尺竿と旧藩領で、相違した:また旧若松県で
けんざお

は本田が6尺3寸，新田が6尺1分の間竿使用

が慣行となっていた:石川県石川郡の場合は，

1郡のうちで村で相違し，曲 7尺5寸竿(橘新

村・下栗生村など)，曲 8尺3寸竿(壱ツ屋村・

山田伊村など〕と異なった村竿が使用されて

L 、Tこ。

文禄3年6月17日の豊臣秀吉の検地沙汰文に

「田昌屋敷六尺三寸之竿を以，五間六十間三百

歩一段可致検地事」とあり，太閤検地では曲尺

6尺3寸を検地尺1聞と定めた。慶安2年2月

の検地条目では6尺1分と規定されたが，必ず

しも全国がこの田尺の規準によって統ーされた

わけではなかった。上記のように松代藩・松本

審・飯田藩・松山藩などは6尺5寸，仙台藩・

庄内藩・土佐藩・熊本藩などは6尺3寸であっ

た。また，秋田(佐竹〉藩では前記のように6

尺5寸であったが， 2間竿を用いて，竿を打つと
こしあL

き越足といって 1足 (2尺〉歩き，腰にした竿

を傾斜させて先か長特面につけて打つたので，

実際は7尺となったム太閤検地以前の基準を古

検，太閤検地の規定を中検，慶安改訂のものを

新検と呼ばれていた。

反別についても， 1反が古検では 360歩，中

大 (3分ノ2，240歩〉・半 (2分ノ 1，180歩)・

小(3分ノ 1，120歩)や代 (6歩， 1反=50代)

があった。これらの反別規準と呼称は原則的に

用いられなくなったが，実際は藩によってなお

以前のものが使用されていた。なお， 30歩ニ 1

畝の単位が江戸時代に設定された。

検地における田尺および田積に関しては，こ

のように基準の異なる多様のものが存在し，藩

領などによって異なったものが用いられていた

が，中央ではこれを統一する意向を示さず，慣

行によることにしたのであった。

たとえば，福島県安達郡については古検6F
5寸竿を地券に区別記載のみで可と指令され，

長崎県の「従前用来候間竿当管内而モ旧県々異

同有之，今般地券御発行ニ付而ハ従来無税地坪

改等猶更不都合ニイ寸，一定之御規則御設立相成

度存候」との伺いに対しても， r地坪改方間竿之

儀，高内之地所ハ旧ニ据置，新ヂハ六尺一分ヲ

以点検可致事」と指令している。また，高知県

から，旧藩士役地の丈量について6尺1分の間

竿を使用するよう指令を受けたが， 6尺3寸を

1間としてきたので他地所との均衡に混乱が生

ずるため旧間竿を使用したいとの伺いが出され，

これに対しても旧間竿の使用を認めているので

ある。

さらに，長さの測定の場合，検地では縄伸び
なわごころ

があり，縄心が加えられ，また畦畔際引きなど

が行われたが，これら従来の慣習も継承された。

すなわち，検地では「長九横八」の縄心を加

えるのが通例であった。長さ(縦の間数〕は 1

割引き，横間数は2割引きにされ，この軽減を
よぷ のちょう 134)

余歩ともいった。実測間数を手帳から野帳に移

記するとき縄心を加えて計算した間数を朱書副
Lゆけん

記し，これを「朱聞を切る」といったが，この
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間数は6の数に合わせて端数を切捨てた (6，

12， 18とする〉。また畝歩の算出は歩位に止め，

I歩は切捨， 2歩は3歩に， 3の数(1反=300

歩)に合わせて取捨するものとされた。測縄は

1日3回ずつ伸縮を間竿で、検査したが，夕、、ルミ

については別に規定はなかったが，次の割合で

i除去することが通例であった。

5閉まで 引なし

6~10間 5寸引き

1l~20間 2尺引き

21~30間 5尺引き

31~40間 9尺引き

41~50間 1丈2尺引き

以上のようなわけで，検地帳記載の反別は必

ずしも実面積ではなく，一定の手続きを経るこ

とによって算出された数値で、ある。このような

ために，松江藩では耕地の面積に関し公畝と詰

畝の別があった。公畝は検地帳面の反別で，詰

畝は実際の反別で，売買などは詰畝によってい

た。

要するに，この調査において作成された地引

絵図は，分間絵図(実測図〉といっても長さ・

面積の単位基準が地域によって多様で，全国的

にみたとき必ずしも等質で、はないのである。ま

た，この調査では検地帳・名寄帳記載の反別に

依拠することを基本としただけに，縄伸び・縄

心が加えられた数値が原則として採択され，実

測された場合でもこれらが控除された数値で，

実面積と多少の差異を生じているのが普通であ

る。

7 改租地引絵図との繋がり

この調査の方法が，まず「一筆限小前帳地引

絵図為佐立，検地帳割付帳照合」であったため，

地引絵図の作成は全国の村町において真先に着

手され，一応は調製された。しかし，多くの府

県では調査作業が未完了のうちに地租改正事業

が発足し，作成された地引絵図は廃棄されて新

しい規準で改めて作成されたりもしたが，改租

作業における新しい規範・雛形にしたがって修

正されたりし，改租作業に転用された場合が多

かった。そのまま転用された場合も少なくなか

った。

豊岡県の『地租改正ニ付人民心得書」では，

地引絵図並反別小前帳ヲ以此度着手之土台

ニ致!民事。是者旧帳簿ニ不拘最前渡切1民地券

ニ依・…・・地所之 落者決而無之帳簿ニ付，右

ヲ以此度着手之土台ニ致シ，反別之広狭者今

一層正覆ニ為申{民事。(第2条〉

と壬申地引絵図を基礎にすべきことを指示して

いる。また，岐阜県『郡村取調方規則dI(明治

6年10月〕では，

字番号種類色分ヶ村絵図ノ儀，先般地券取

調ノ瑚差出シ候通ニテ加際無之村々ハ別段差

出ニ不及候へ共，加除有之分ハ更ニ相仕立可

差出。(第12条)

といって，村図は壬中地引絵図で済まし，変化

のあった場合だけ提出させている。栃木県の場

合，改租作業の地押にあたっても「試験ノ節，

壬申年地番地引絵図ヲ差出シ案内可致事」と壬

申地引絵図を差出させている。

愛媛県では地租改正法の公布によ子て地券渡

方を見合せて改租作業に着手したが，明治7年

3月県達坤第45号で，地引絵図や畝)[頂帳などは

改租調査に用い労費に無駄がないようにと通達

している。新治県の場合，

即今地引絵図地引帳等取調出来調査済之分

券状書載中ニ在之……是迄之調方ヲ以悉皆地

券状相渡再ヒ改正反別裏書等取計侯テハ二重

之手数ニ付，直ニ御改正ノ廉ニ取調方申渡候。

といっており，新規には地引絵図が作成されな

カミっTこ。

また，明治7年6月に度会県は，改正局に次

のような伺いを提出している。

改正ニ付地図編製ノ儀，兼テ租税寮改正局

日報明治六年第四十四号千葉県ヨリ伺出候儀

モ有之候得共(人民心得書および地図雛形に

ついて)，右ハ土地形勢ニモ依り候儀且当県

ニ於テハ予テ地券調査ノ際地租改正ノ目的ヲ

以多クハ編製為致有之，更ニ編製ノ時ハ失費

相嵩候ニ付不及再製，先一村毎ニ最前ノ図面

ヲ以ート字ヲ限リ朱引経界着手致可然哉。

これに対して，改正局は6月22日付で下記の
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ように指令している。

地図ノ儀，最前綜密ノ調査行居候分ハ申立

ノ通取計不苦候得共，改正ニ付テハ精霊ノ反

別取調候儀ニ付，最前ノ地図へ尺度等書入候

分打狂或ハ落地重複等有之分ハ再製候儀ト相

心得可申事。

すなわち，壬申地引絵図を基本とし，尺度な

どに狂いがあったり，欠落重複などあったとき

のみ再調製することが指示され，これに従った。

また，旧現県(河内国・和泉国〉では， ~地

租改正報告書JI(府県地租改正紀ぎ〉によれば，

地図ハ明治六年地券発行ノ際調製セシ一筆

限・一宇限及全村図三様ヲ修正シテ進呈セシ

メリ。

とあり，これを修正して使用されたことを述べ

ているO

さらに，市街地の場合， ~市街地租改正調査

法細目JI(明治3年 3月7日地租改正事務局達

別報第14号〕に，

最前泊券発行ノ|禁調査スル所ノ丈量精密ニ

シテ間竿端数マテ詳細野帳ニ記載セシモノハ

丈量マテ調へ直スニ不及ト雄モ，尺度端数ノ

定メ方積算法等ハ当局別報第十一号達ニ照準，

野帳ヲ朱書ニテ引直シ，坪数ヲ改定セシメ，

市ル後様、ン歩ヲナスへキモノトス。(第1条

第6節〉

と規定しており，地券発行の節の地図が使用さ

れたり，それが基礎とされた場合が少なくなか

った。たとえば， ~地租改正報告書」における

山口県の市街の調査に関する項に，

明治六年泊券税発行ノ際，毎地縦横ノ間数

ヲ量リ其地坪ヲ算出シテ全市街ノ絵図ヲ製ス。

同八年分三税ニ更正ノ節，始テ官ヨリ実地ヲ

検査ス。其検査法ハ道路溝渠ヲ除キ毎町ノ周

囲ヲ量リ，以テ六年丈量セシ一筆限リ帳ニ照

合シテ地押ヲナシ，其坪数ヲ対照シ，差歩ア

ルモノハ尚再調ヲ命シ，全市街既済ノ後再ヒ

精密ノ地図ヲ製セリ。

とあり，明治6年作成の地引絵図を基礎と L，

補訂して新しい地図を調製した経緯を記述して

いる。また，鳥取県でも，壬申地引絵図を土台

として調査作業が進められたことを，向上書で

次のように報告している。

毎地丈量ハ十字規ト三斜法トヲ併用シ，而

シテ之ヲ明治六年地券発行ノ際調理セシー町

限リ実測図ニ由リ其坪数ノ当否ヲ較量スルニ

差違ナキヲ以テ，更ニ全積ヲ量ラス。

以上のように，壬中地引絵図は改租図へと転

用されたり，修正をほどこして使用された場合

が少なからずみられた。また，改租図の調製に

あたって草稿的な役割をはたし，それが調製後

は廃棄されたりもした。したがって，壬申地引

絵図が原型のままの形態で現存しているものは，

群馬県(第1次群馬県と第1次栃木県分)の全村

の村図約1，200枚が保存されているのは例外と

して，改租図や地籍地図などに比べて多くない。

〔注〕

1) [1法令全書』第l巻， 251 

2)年々の収穫によって租率(免〉を決める検見

(毛見〉法における手数を省き 5年なり10年な

りの租率を一定にしておく定免(じようめん〉法

が享保16年 (1721)に制定された。

3)定免の村で 3割以上の損毛があるときは願出

によって検見を受け軽減して貰うことができたが，

これを破免(はめん〉検見と称した。

4) 1"御料所国々物成ノ儀，旧政府ニテハ検見取並

年季ヲ以定免被申付，年季明ノ;場所ハ地味ノj享薄

ニ寄リ増米吟味ノ上継年季申付，定免村々ニテモ

水早損等ノ天災ニテ取米三分以上ノ損毛ニ相当候

得ハ破免引相立候儀ニ有之，当辰年ノ儀ハ先ツ右

ノ振合ヲ以検見破免村々共百姓痛不相成様勘弁，

御取箇附致可被相伺，尤定免年季明ノ分ハ御取箇

時節ニ差掛候間別段不相伺，去卯取米辻ニ相応シ

増米致シ，御取箇帳エ組入可被申立，其余小物成

諸運上等ノ納物モ先ツ!日政府引付ノ通取調候様可

被致侯事J([1明治初期静岡県史料』第 1巻， 1967， 

728~729) 

5)たとえば，明治4年4月山形県知事坊城俊章の

上申書『県政ノ儀ニ付急務ノ条件』には，府県一

般共通の税則を定めることを希望し，均一賦課の

ためには土地経界・肥痛を明らかにしなければな

らないが，検地を施行すれば農民の「動揺測ノレヘ

カラス」とし， 1"検地ニ易フルニ反別検見ヲ以テ

シ，其名人心ヲ動カサスシテ共実経界ヲ正スヘク，
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広狭ヲ測ルヘク，土地ヲ較フヘク」という効果を

述べている(丹羽邦男『明治維新の土地変革』お

茶の水書房， 1962， 60~61)。これは， 検地に関

する当時の官僚の判断を示しているものといえよ

う。

6)この間の事情に関しては大蔵省主税局編『地租

関係書類業纂JI(1903)に「検地ナルモノハ従来

農民ノ嫌忌スル所ニシテ，此挙アノレ毎ニ率ネ伝紛

ヲ生ス。先轍既ニ然リ。況ンヤ当時維新後日尚ホ

浅ク民信未タ厚カラス。此時ニ当リ検地ニ着手ス

ルハ最モ策ヲ得タルモノニアラサルヲ以テ，先ツ

旧慣ニ依リ 3年乃至5年間検見ヲ以テ登量ヲ試験

、ン，以テ均一ノ租率ヲ定ノレノ優レルユ如カス」と

したと述べている(1['明治前期財政経済史料集成』

一以下『史料集成』と称すー第7巻 304)。

7) IT'法令全書』第3巻， 17 

8) IT'明治初期静岡県史料』第1巻， 730~731 

9) IT'法令全書』第3巻， 286~294 

10)たとえば，福島県では明治8年9月23日租第

136号をもって「先以テ本年之儀者!日慣ニ依リ検

見取計候」ことを各区長に通達している CIT'福島

市史』第10巻資料編 5，近代資料 I， 1972， 

144~145) 。

11)福島正夫『地租改正」 古川弘文館， 1968， 66 

12) IT'新修島根県史』史料編4 C近代~上) 1966， 

286~290 

13) 11'租税寮改正局日報』明治5年第21号 CI!'明治

初年地租改正基礎資料』一以下『基礎資料』と略

すー有斐閣，上巻， 42~44 

14)武蔵国荏原郡太子堂村『御用留』 明治2年

(11'武相史料叢書』 東京学芸大学近世史研究室，

5ノ8，50~51) 

15) 11'武相史料叢書JI5ノ8，64~65 

16)向上 66 

17)向上 68~69 

18)大石慎三郎校訂本(近藤出版社， 1969)上巻，

145~146 

19)向上 149~150 

20)同上 162 

21)向上 261 

22)現在は東京都新宿区立中央図書館保管。

23) 1"拝領地並社寺地等除地之外村々地面ハ素ヨリ

都テ百姓持之地タノレへ、ン。然、ルニ身分達ノ面々ユ

テ買取侠節ハ必名代差出シ，村内之諸役無差支為

相勤可申事」

24) 11'静岡市史』近代， 1969， 123 

25) 11'栃木県史』史料編・近現代4，1974， 151 

26) 11'弘前市史』明治大正昭和編， 1973， 74 

27) 11'茨城県史料』近代政治経済編 I，1972， 232 

28) 11'市川市史』第7巻， 1974， 17 

29)明治5年 8月28日大蔵省達第 115号 CI!'史料集

成』第7巻 206)

30) 11'地租改正事務局別報』第 16号 CI!'基礎資料』

中巻， 26~27) 

31) 11'明治初期静岡県史料』第1巻， 1967， 732~734 

32) 11'基礎資料』上巻， 1953，解題 13 

33) 11'租税寮改正局日報』 明治5年第6号 CI!'基
礎資料』上巻， 10) 

34) 11'尾鷲市史』下巻， 1971， 19~20 

35)度会県の『現地反別一筆限取調帳』および地図

は明治 6年12月に完成した。なお，向井村は明治

7年7月17日の度会県大区の編成替えによって第

18区となる。

36) 11'租税寮改正局日報』 明治6年第38号 CIT'基

礎資料』上巻， 264) 

37) 11'栃木県史』史料編・近現代4，168~169 

38) 11'地方凡例録JI(大石校訂本上巻， 85) 

39) 11'明治財政史』第5巻， 18~22 

40)明治 5年9月4日大蔵省達第 126号の地券渡方

規則増補における第40条。

41)明治4辛未4月4日太政官布告第170号 CIT'法令
全書』 第4巻， 114以下〉

42)戸籍法と区制の制定の関係については，同法第

1則に「戸籍旧習ノ錯雑アル所以ハ，族層ヲ分テ

之レヲ編載シ，地ニ就テ之ヲ収メサノレヲ以テ遺漏

ノ事アリト難モ，之ヲ検査スルノ使ヲ得サルニ依

レリ。故ニ此度編製ノ法臣民一般(華族，土族，

卒，神官，僧侶，平民迄ヲ云フ。以下准之〕其住

居ノ地ニ就テ之ヲ収ん専ラ遺スナキヲ旨トス。

故ニ各地方土地ノ便宜ニ随し予メ区画ヲ定メ，

毎区戸長並ニ副ヲ置キ，長並ニ副ヲシテ其区内戸

数・人員・生死・出入ヲ詳ユスル事ヲ掌ラシムヘ

シ」と述べている。また，区の設定基準に関して

は第3則で「凡ソ区画ヲ定ムル警ハ，ー府ー郡ヲ

分テ何区域ハ何十区トシ，一区ヲ定ムルハ四五町

若クハ七八村ヲ組合スヘシ。然レトモ其小ナノレモ

ノハ数十ニ及ピ，大ナルモノハ一二ニ止ルモ，都

テ其時宜ト便利トニ任セ妨ケナシ」としている。
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43)戸籍法で区を設け区長・戸長を置くことが定め

られでも，当時は中央政府の法令が全国一律に即

時施行されることなく，多くの府県はそれより 2

~3 カ月後に実施された。たとえば山形県では 4

年8月に布告し，埼玉県では翌5年3月，滋賀県

では翌5年4月に実施している。

44)戸籍法第2則に「戸長ノ務ハ，是迄各所ニ於テ

庄屋・名主・年寄・触頭ト唱ル者等ニ掌ラシムル

モ，又別人ヲ用ルモ妨ケナシ」としており，庄屋

・名主がなった場合が多かった。

45)明治5年4月5日太政官布告第 117号「庄屋・

名主・年寄等総テ相廃止，戸長副戸長ト改称シ，

是迄取扱来侯事務ハ勿論，土地人民ユ関係ノ事件

ハ一切為扱侯様可至事。大庄屋ト称スル類モ相廃

止申事」

46)たとえば，犬上県の申立書に対して改正局壬申

10月15日指令で「地券掛郡中之者人員之儀ハ第百

三十七号布達之通定員等外二等ト定人右俸給ヲ

以適宜人員差操候儀ハ不苦」といっている (11基

礎資料』上巻， 71)0 

47) lr'明治初期静岡県史料』第1巻， 732~733 

48) 11租税寮改正局日報』明治 5年第 31号 (11基礎

資料』上巻， 78) 

49) 11法令全書』第5巻ノ 1，536 

50) 11明治財政史』第5巻， 269 

51) 11基礎資料』上巻， 3~4 に雛形が掲げられて

いる。

52) 11租税寮改正局日報』 明治5年第20号〈向上

41) 

53) 11基礎資料』上巻， 73~74 

54)向上 17~18 

55) 11栃木県史』史料編・近現代4，169 

56)安藤博「徳JI!幕府県治要略Jl1915，赤城書庖

(1971，柏書房復刻) 182 

57)福島正夫『地租改正Jl 1968，吉川弘文館，口

絵第13図

58) 11地方凡例録』巻之2上所載(大石校訂本上

巻， 80) 

59) 11法令全書』第4巻， 117 

60)山形県戸籍係「戸籍法御改正ニ付達J(11山形県

史』近現代史料 1，204) 

61) 11栃木県史』史料編・近現代4，151 

62)愛媛県牟礼町の明治12年8月20日付受籍証に

「当県讃岐国山田郡新田村弐拾番邸居住」とある

(11牟礼町史Jl191)。

63)香川県では，家屋に関しては「香川県高松町何

番地建家」といい，住所については「第何区何町

何番戸」と称した (11租税寮改正局日報』 明治6

年第16号， 11基礎資料』上巻， 179~180) 。

64)浜松県「戸籍編輯ノ儀ニ付」布告には， 1"戸籍

編製之儀，地所番号打建寄留人調等致シ侯上，本

籍之者取調侯手続ニ有之……J(1"浜松県記録JIf'浜

松市史』史料編6，242)とあり，同県では明治

6年4月4日布達第26号で家標(標札〉を各戸に

掲げるべきことを定め，その書式雛形を示したが，

それには「何番地所」としている(1"浜松県布達

集」 同上5，402~403) 。

65)秋田県『地券発行の告諭』 明治5年9月

66)埼玉県『地券取調ノ儀管内人民へ告諭』 明治

5年8月

67)大分県『地券のさとし』 明治5年11月

68) If'茨城県史料』近代政治経済編 1，234 

69) 11静岡市史』近代， 103~104 

70) 11租税寮改正局日報』 明治6年第47号(If'基

礎資料』上巻， 316) 

71) 向上明治 5年第15号(同上 29~30)

72)同上 明 治5年第22号(向上 45)

73) 同上明治 5年第31号(同上 78~79)

74)同上明 治5年第30号(向上 74)

75)同 上 明 治5年第12号(同上 23)

76)同上明 治5年第8号(向上 15)

77) If'福島市史』第10巻(資料編5)， 1972， 141 

78) Ii租税寮改正局日報』 明治5年第33号 (11基礎

資料』上巻， 82) 

79)向 上 明 治5年第6号(向上 11)

80)向上 明 治5年第8号(向上 14)

81) 向上明治 5 年第11号(向上 21~22)

82)向 上 明 治5年第30号(同上 78)

83)同上明、冶5年第36号(向上 93)

84)同上 (向上 91) 

85) 向上明治 6 年第25号(向上 213~214)

86)同上 明 治5年第41号(向上 112)

87)丹羽邦男『明治維新の土地変革Jl1962，お茶の

水書房， 297~322 

88) If'租税寮改正局日報』 明治5年第20号 (11墓

礎資料』上巻， 40) 

89)同 上 明 治5年第30号〈向上 79)

90)壬申 9月3日回答(同上 21) 
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91)明治6年3月3目指令(同上 161-162) 

92) 11租税寮改正局日報』 明治6年第47号(同上

317) 

93)明治6年6月に旧栃木・宇都宮の両県が合併し

栃木県となる。

94) 11明治初期静岡県史料』第1巻， 737~738 

95)佐々木寛可:租税金納化の進展と壬申地券の交

付一清玉県地祖改正への道程『埼玉地方史』第4

号， 1977， 23 

'96) 11地租改正報告書』 明治15年2月 (11史料集

成』第7巻， 129) 

97) 11地租改正事務局別報』第117号，明治11年 9

月20日 (11基礎資料』下巻， 81~84) 

98) 11秩田県史」第5巻， 24 

99) 11内務省日誌」 明治 8年第3号

100) 11租税寮改正局日報』 明治5年第8号 (11基

礎資料』上巻， 15) 

101) 同上明治5年第4号(同上 7) 

102) 同上明治5年第30号(向上 74)

103) 『基礎資料』上巻， 49~56 

104) 『茨城県史料』近代政治社会編 1，232 

105) 『租税寮改正局日報』 明治5年第39号(!i'基

礎資料』上巻， 103~104) 

106) 同上明治5年第41号(向上 112)

107) 向上明治5年第43号追加(向上 121)

108) 向上明治6年第8号(向上 154)

109) 向上明治6年第8号(同上 154)

110) 同上明治6年第16号(同上 181)

111) 同上明治 6 年第 3 号〈同上 136~137)

112) 同上明治5年第16号(同上 32)

113) 向上明治 6 年第 6 号(同上 144~145)

114) 同上明治5年第13号(向上 2の
115) 同上明治 5 年第22号〈向上 45~47)

116) 向上明治5年第43号追加之 2(同上 124

~126) 

117) 同上明治5年第41号(向上 112)

118) 11茨城県史料』近代政治社編1， 23 

119) i地券調方統一の件達J(向上 235)

120) 1"地引絵図作成方法統一の件達J(向上 235) 

121) 同上 236 

122) 11栃木県史』史料編・近現代4，168-171 

123) 11茨城県史料』近代政治社会編1，237 

124) 11租税寮改正局日報』明治5年第8号(!i'基

礎資料』上巻， 16) 

125) 11地租改正局別報』 第19号，明治9年(同

上中巻， 42~44) 

126) 11湯沢市史jJ 1965， 456 

127) 若松県『地租改正心得別報』第5号，明治8

年4月 (11基礎資料』補巻， 434) 

128) IIJII北村史jJ 1970， 440 

129) 児玉孝多『近世農民生活史jJ 1957，古川弘

文館， 17 

130) 11湯沢市史jJ456 

131) 11租税寮改正局日報』 明治5年第16号 (11基

礎資料』上巻， 31~32 

132) 同上明治 5 年第26号(同上 62~63)

133) 向上 明 治6年第37号(向上 256)

134) 野候(のちょう〉は検地における「手帳」を

浄書した帳簿であって，現地で、実測を記録したも

のが手帳で，手帳はフィールドノートである。野

帳は半紙四ツ折り30枚を 1冊とし 1頁に 2筆ず

っ記載する。これには実測値から畔際引き・縄ダ

ノレミなどを控除した値を朱書したが，これが確定

された反別である。このような野帳の各筆に関す

る長さ・横の間数と反別を整頓記載した帳面が清

野帳(せいのちょう〉で，検地帳の基礎となった。

135) 11徳川幕府県治要略jJ178~179 

136) 11松江市誌jJ 1941， 956 

137) 11岐阜県改租要録jJ3 (11基礎資料』補巻，

658~663) 

138) 11栃木県史』史料編・近現代4，228 

139) 11租税寮改正局別報』 明治 8年第11号(!i'基

礎資料』上巻， 504) 

140) 福島正夫『地租改正の研究』増補版，有斐閣，

378 

141) 11租税寮改正局日報』 明治6年第47号(同

上 316~317)

142) 11租税寮改正局別報』 明治7年第2号(同

上 453~456)

143) i府県地租改正紀要」は明治15年2月に大蔵

卿松方正義から太政大臣三条実美に提出された

『地租改正報告書』の最後の章をなす。各府県に

派遣された地租改正事務局の係官が項目を一定し

て報告したものを集録したものである。報告書は

『史料集成』第7巻に収録されているが，府県紀

要の部分が省略されている。 1962年に明治文献資

料刊行会より 3分冊にして刊行された。

144) 11基礎資料』中巻， 22~23 
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Land Register Maps of the Ear1y Meiji Period 

1. Kochi Ezu (耕地絵図=Maps of Land under Cultivation) 

and 

Title Deed Demarcation Map in the Year Jinshin 

]injiro Sato 

Under the new Meiji regime， land register maps were made four times in Japan 

during the period of 1870-1890. Very little has been reported， however， on the 

concrete details of these maps. 

The new regime， at its inception， followed the taxation system of the Tokugawa 

shogunate government. ln areas under its direct jurisdiction， however， it carried out 

what was called “kemi"， or the survey of the crops of the year to decide the sum of 

the tax. In doing so， it ordered each viI1age to submit the map of its land under 

cultivation. The map showed the general features of the vilIage inc1uding the 

distribution of farm and housing land. In the narrower sense， this could not be c1assed 

as a land register map. In the register book to accompany that map， however， the 

location， area， nature and the owner of each land plot had to be entered. Thus. 

when the map was viewed with this register book by its side， the land register of 

each vi1lage could be obtained. 

In 1868， the new regime recognized private ownership of land. In 1872 or the fifth 

year of Meiji， it issued the title deeds to certify that it recognized the ownership of 

land plots. The map made in making the survey to prepare for the issuance of title 

deeds， was the first land register map. 

This report wi1I c1arify the process of map preparation， and the nature and 

characteristics of the map， with regard to the Kochi Ezu and the first land register 

map， caHed the “Title Deed Demarcation Map in the Year ]inshin." 
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